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自 由 民 主 党 要 望 項 目 一 覧 

平成２６年度当初分 

要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

１ 包括的課題等への対応について  

（１）人口減少・少子化対策の推進について 

人口減少・少子化問題は、地域社会の存続に関わる

重要な問題であるため、次の対策を講じるよう検討す

ること。 

 

○ 少子化対策としての雇用対策について 

県が行ったアンケート調査によると、未婚化・晩婚

化の進行、出生数の減少の原因として、雇用が不安定

で経済的基盤が安定しない等が挙げられている。これ

は終身雇用、年功序列型の現行の日本的経営が崩壊し

つつあることによる、非正規雇用の増加が一因である。 

ついては、少子化対策の観点も盛り込んだ正規雇用

に向けた支援策の充実を図ること。 

雇用創造１万人プロジェクトを着実に実施するとともに、少子化対策として特に若者や女性の雇用

の安定が不可欠であることから、若者仕事ぷらざで実施している「就職基礎講座」のカリキュラムに

新たに就労体験を組み込む等若者の就業支援体制の強化を行うほか、女性の活躍を促進していくた

め、女性の創業を考えるきっかけとなるセミナーの開催を当初予算で検討している。 

また、女性の就職支援を行う女性就職センター（仮称）の設置及び育休・産休代替職員等の求人ニ

ーズのある企業に対して紹介する「女性の就業支援モデル事業」を検討している。 

・若年者就業支援事業 ８５，９１９千円 

・女性の創業応援事業  ２，３１７千円 

・（緊急雇用創出事業）女性の就業支援モデル事業 １７，０００千円 

○緊○ 市町村が行う子育て支援施策への支援について 

県内市町村では、鳥取県子育て応援交付金を活用し、

地域性や独自性を発揮したきめ細やかな子育て支援を

展開している。さらに、県内には、幼児教育無償化に

取り組むよう計画している市町村もある。 

ついては、市町村が行う子育て支援施策が充実・強

化されるよう、引き続き支援すること。 

創意工夫を行い地域の実情に応じた子育て応援事業・活動・環境づくり等に主体的に取り組めるよ

うに、市町村に対する「子育て応援市町村交付金」について、当初予算において検討している。 

さらに、中山間地域等を含む市町村が第一子から保育料の軽減（無償化）を実施する場合に、その

必要経費（既存の軽減制度を超える部分）の１／２を県が助成するよう、当初予算において検討して

いる。 

また、これらに加えて、国から、地方（県及び市町村）で行う先駆的な少子化対策を支援する「地

域少子化対策強化交付金」が交付される予定であり、これを最大限活用して、市町村とともに子育て

環境の整備を行っていくこととしており、対応について２月補正予算において検討している。 

・子育て応援市町村交付金         ２６，０００千円 

・中山間地域市町村保育料無償化等モデル事業         ４３，３００千円 

・【２月補正】地域少子化対策強化事業（市町村分）    ９６，０００千円 

 

○ 妊娠・出産・子育てに関する知識等の普及啓発につ

いて 

本県の人工妊娠中絶率は、全国１位であり、さらに

性感染症は年々増加の傾向にあるため、妊娠・出産・

子育てに関する知識等の普及啓発を図る必要がある。 

妊娠・出産等に関する正しい知識の普及啓発については、より一層充実させていきたいと考えてお

り、高校生等を対象にした「未来のパパママ育み事業」、２０～３０代を対象にした「今から始める！

いつかはパパママ事業」の出前講座の回数を増やすなどして、思春期対策を拡充していくことについ

て、当初予算において検討している。 

 ・健やかな妊娠・出産のための応援事業（未来のパパママ育み事業）   １，４９５千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

また、精神的、身体的に成長・発育していく重要な

時期である思春期の問題に適切に対応する専門家が不

足しているため、専門職（思春期相談士）を育成する

ことが求められている。 

ついては、これらの課題への対応として効果がある

と思われる未来のパパママ育み事業及び今から始め

る！いつかはパパママ事業を継続実施すること。 

・健やかな妊娠・出産のための応援事業（今から始める！いつかはママパパ事業） 

           １，８４７千円 

○ 孫育てに対する支援について 

現在、祖父母は、若い親の子育てに対する感覚の違

いなどが原因となり、関わり方への不安・戸惑いがあ

り、子育てに十分参加できていない。一方で、若い母

親のみの子育てでは虐待等が年々増加している状況に

あるため、祖父母が子育てに参加・協力する仕組みづ

くりが必要である。 

ついては、祖父母が孫育てに積極的に参加できるよ

うになるために必要な講座の開催に対する支援を行う

こと。 

祖父母世代の方々は、少子高齢化が進む社会の中で、地域での子育て支援を担う重要・貴重な人材

であることから、このような祖父母世代の方々が、若い親の子育てに対する考え方など、現代におけ

る妊娠・出産・子育ての知識を身につけて、自分の孫育てに役立て知識を身につけるとともに、地域

において子育て中の親を見守る支援者を養成するためのシニア世代の孫育て講座等の開催について、

２月補正予算において検討している。 

・【２月補正予算】地域少子化対策強化事業（シニア世代の孫育て事業） ２，１５４千円 

 

○ 妊娠・出産・育児に対する支援のあり方について 

女性が働きながら安心して妊娠・出産ができ、願わ

くば、元の職場で周囲に見守られながら育児に励める

ような環境整備に向けた支援のあり方を検討するこ

と。 

第３次鳥取県男女共同参画推進計画を策定し、仕事と家庭を両立しながら安心して働き続けられ

る環境整備に向けた取組を全庁で進めており、職場・家庭におけるワーク・ライフ・バランスの推

進、女性の再就業等への支援及び子育て環境の更なる充実を当初予算で検討している。 

・とっとり女性力活用パッケージ事業   １２，０６４千円 

 ・子育て王国とっとり条例（仮称）制定など 

○ 母乳哺育の実態調査について 

母乳は、清潔、簡便、栄養面でも心配がなく、お母

さんの心の安定にもなり、親子の絆を深めるために必

要である。しかし、母親の中には、母乳育児の願望が

あるにもかかわらず、実際には思うようにいかず、ミ

ルクに頼らざるを得ない状況も生まれている。 

ついては、まずは県内の母乳哺育の実態を調査する

こと。 

妊娠・出産・子育て期まで切れ目のない支援を行う上で、母乳哺育を含めた産後ケア事業（産科医

療機関からの退院直後の母子への心身のケアや育児サポートなどを行うこと）の充実は必要と考えて

おり、そのためのニーズの把握、今後の支援等について、母子保健を担当している市町村や関係機関

と話し合ってみたい。 

 

  

○ 保育所等の施設整備への支援について 

保育所・幼稚園・認定こども園の施設整備について、

さらに支援すること。 

保育所等の施設整備に対しては、「安心こども基金」を活用して助成を行っており、引き続き円滑

な整備が図られるよう、市町村及び設置者に対する整備助成を当初予算において検討している。 

・子育て拠点施設等整備事業      ３４６，０４４千円 

・私立幼稚園施設整備費補助金          ３６，９１７千円 
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・認定こども園設置促進事業（施設整備費補助）       ２１，１５３千円 

 

○ 保育士有資格者の人材確保について 

働く保護者の増加に伴い、年々、０歳児など低年齢

児の保育所途中入所が増えているが、年度中途の保育

士有資格者の確保が非常に困難な状況であるため、保

育士有資格者の人材確保に向けた取組をさらに推進す

ること。 

現在、保育士の再就職支援のため、保育士資格を持っていながら保育所で働いていない潜在保育士

を対象とした職場復帰のための研修を行っているほか、鳥取県社会福祉協議会に保育士開拓員を１名

設置して潜在保育士の相談支援等を行っており、平成２６年度も引き続き、再就職支援を行うことを

当初予算において検討している。 

・保育士再就職支援研修事業              ２，３００千円 

○ 「森のようちえん」への支援について 

「森のようちえん」は、森というフィールドを学舎

として、子どもたちが雨の日も雪の日も毎日森に出か

けるという、全国から注目を浴びているユニークな子

育て施策である。また、「森のようちえん」は、子ど

もたちの森林保全意識の醸成、県内外からの移住促進

といった効果も期待できるため、県内各地に取組の広

がりを見せている。ついては、「森のようちえん」を

引き続き支援するよう、検討すること。 

「森のようちえん」については、パートナー県政の一環として、今年度、鳥取県協働提案・連携推

進事業(アドボケイトプランニング、平成２５～２６の２カ年事業)に採択され、現在、官民が連携し

て、県独自の認証制度の創設を目指して検討を行っている。 

平成２６年度においては、その特色を持った自然保育の取組を行っている事業者に対し、モデル事

業として運営費助成を行うことを当初予算において検討している。 

・森のようちえん等に対する運営費助成モデル事業       ２４，８６１千円 

○ 学童保育に係るハード整備に対する助成について 

特に市部では、学童保育のニーズが高いと言われて

いるが、実際に学童保育を行うためには、ハード整備

が必要となるケースも考えられることから、ハード整

備に対する助成制度を検討すること。 

放課後児童クラブの利用児童数は近年増加傾向にあり、町村部に比べ、特に市部で顕著となってい

る。また、平成２７年度から開始予定の子ども・子育て支援新制度では、対象年齢が６年生まで引き

上げとなることから、利用児童数の更なる増加が見込まれるため、受け入れ体制整備のための施設整

備を行う市町村への支援の拡充（市町村負担の軽減）について、当初予算による対応を検討している。 

・放課後児童クラブ設置促進事業（放課後児童クラブ施設整備事業） ８１，６８０千円 

 

○ ＩＪＵターンの促進について 

１～３カ月程度をお試し期間とするプチ移住によ

り、鳥取県の豊かな自然や食材を体験する仕組みを検

討するなど、更なるＩＪＵターンを促進すること。併

せて、ＩＪＵターンのＰＲ対象地として、関東、中京、

関西地域以外の地域もターゲットとして、ＰＲするこ

と。 

短期間の移住体験を進めるため、平成２３年度から市町村が行う「お試し住宅」の整備を支援して

おり、これまでに１２棟が整備され、市町村においては「地元との交流活動」や「自然体験活動」等

の機会を利用者に提供しているところもある。今後も、これら「お試し住宅」の整備等の取組を積極

的に推進する。 

移住者２０００人受入れを達成するため、関西圏、首都圏、中京圏での取組のほか、広島市でも移

住セミナー等を実施していくとともに、田舎暮らし専門誌にとっとり暮らしの魅力を掲載するなど、

全国に向けＰＲしていく。 

・移住２０００人達成事業              ７２，６９６千円、 

 ・とっとり移住定住支援事業             １０，４２７千円 

 ・鳥取県移住定住推進交付金             ７１，７１０千円 

（２）原子力安全協定について 平成２５年１１月２１日に中国電力から安全協定に基づき新規制基準適合申請に関する事前報告
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昨年１２月に中国電力は、島根原子力発電所２号機

の新規制基準適合申請を原子力規制委員会に提出した

ところである。今後、原子力規制庁がその内容の審査

を進めていくが、立地県と周辺県ではその対応に差が

生じることも懸念される。現在、締結している原子力

安全協定について、早期に立地県と同等の内容に改定

するよう中国電力に強く働きかけること。 

併せて、鳥取県広域住民避難計画策定に係る所要の

経費について、国が責任を持って財政措置を講じるよ

う働きかけること。 

（２号機の設置変更許可申請）がなされたことを受け、１２月１７日に、安全協定第６条に基づく事

前報告の可否に関しては今回最終的な意見を留保した上で、再稼働に向けての一連の手続に際し、鳥

取県、米子市及び境港市に協議を行うことをはじめ、立地自治体と同等に対応をすることを求めた。

あわせて安全協定を立地自治体と同等の内容に改定するよう強く求めたところであり、引き続き、中

国電力に改定を求めていく。なお、平成２５年３月１５日、中国電力からの回答文書で、協定の運用

面については、立地自治体と同様であることを確認している。 

【見直しを求めている内容】 

①計画等の報告（協定第６条）を、「発電所の増設計画等に対する事前了解」に改める。 

②核燃料物質等の輸送計画に対する事前連絡(要綱第４条)を、「事前連絡内容に核物質防護情報(輸

送日時、経路等詳細情報)を含める。」に改める。 

③現地確認（協定第１１条）を、「立入調査」に改める。 

④立入調査に基づく適切な措置の要求［新設］ 

原子力防災対策に要する経費については、国に対し、緊急時防護措置準備区域（ＵＰＺ）の原子力

防災体制の整備（初期投資）を緊急に実施することが必要であることから、平成２７年度までの３カ

年で確実に整備できるよう、人件費を含めて国において必要な財源を措置することを要望している。

 ※平成２６年１月１４日、平成２５年１２月１８日・１９日ほか 国要望 

（３）地方税財源の充実・確保について 

地方自治体の果たすべき役割は、社会情勢の変化や

行政ニーズの多様化などにより質・量とも増大してお

り、これに伴い財政需要も増加している。 

さらに、地方では少子高齢化や人口減少が進行する

なかで経済も疲弊し、地方税財源の充実・確保は喫緊

かつ重要な課題となっている。 

ついては、地方交付税の総額確保をはじめ、別枠加

算及び市町村の貴重な税収である固定資産税の償却資

産課税の維持、合併市町村への交付税特例措置終了後

の支援等、地方税財源の充実・確保に向けて、引き続

き、国に強く働きかけること。 

 財政力の弱い地方は、都市部に比べ景気回復の効果が十分ではなく、消費税率引上げを踏まえたさ

らなる雇用・経済対策の充実や過疎・高齢化対策など、地方特有の課題も多いことから、財源の確保

について、引き続き国に対して働きかけたい。 

また、市町村合併に伴う普通交付税の特例措置の終了に伴い、合併市町村の財政運営に支障を生じ

ることのないよう、行政区域の広域化等に伴い生じる財政需要等を考慮した財政措置を講じることに

ついて、今後とも国に働きかけたい。 

○緊（４）消費税増税対策について 

消費税の価格転嫁対策をはじめ、県内経済への悪

影響を緩和するため、県として、万全な対応を行う

こと。 

円滑・適正な価格転嫁のための啓発や事業者等からの相談対応など消費税増税対策に対処するた

め、経済団体・国（税務署、財務事務所、労働局）・県で構成する鳥取県消費増税対策本部を平成２

５年１２月に設置した。 

また、売上げの減少等が懸念される県内企業に対する制度融資や消費喚起・商圏拡大への支援を行

うほか、公共事業の進捗を図るなど、国の経済対策に県独自の対策も加えた緊急経済対策予算を検討

している。 
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・【２月補正】企業自立サポート事業（制度金融費） 制度要求   

・企業自立サポート事業（制度金融費）        １５，８４０千円 ※新制度分のみ 

・【２月補正】信用保証料負担軽減補助金        １，３０３千円  

・信用保証料負担軽減補助金             ２４，９５６千円 ※新制度分のみ 

・【２月補正】商圏拡大・需要獲得支援事業       ５，０００千円 

・商圏拡大・需要獲得支援事業            １７，０００千円 

・【２月補正】経営力強化緊急支援事業         ７，０００千円  

・経営力強化緊急支援事業              ４２，４１５千円 

（５）県組織の見直しについて 

新たな行政課題等へ対応するため、次のとおり県組

織の見直しについて検討すること。 

 

○ 鳥取県の民芸振興について 

鳥取県の豊かな民芸を振興し、後世にその作品と技

術を伝えていくことは、重要なことである。 

しかし、県の施策をみても、その取組方針は定かで

ないと見える。 

本県の民芸振興のあり方を検討するとともに、観光

政策課の民工芸振興官の業務内容を観光面として捉え

るのではなく、産業振興面の位置付けを行い、所属部

局についても検討すること。 

民工芸については、重要な観光資源としての情報発信や活用と併せて、産業振興の側面からの取組

みも重要であると認識しており、それぞれを所管する文化観光局と市場開拓局のより一層の連携強化

が可能となる体制を検討したい。 

○ 景観まちづくり課（都市計画部門）の所管換えにつ

いて 

街路等の都市基盤の整備については、都市計画法に

基づく都市計画決定等を行うことを前提としている。

現在では、都市計画決定と街路整備が分離しているこ

とから、円滑な整備を行う上で、支障となっており、

県土整備部に移管して、一本化すること。 

平成２６年度当初組織編制に向けて、都市計画業務を県土整備部に移管する新たな体制を検討して

いる。 

 

○ 林業試験場の所管換えについて 

林業試験場の研究内容は、ナラ枯れ対策、木材生産、

造林の低コスト化、木材産業の振興のための木材加工

等であり、これは、行政施策と連携して取り組むべき

課題である。 

よって、主管局である森林・林業振興局に移管し、

効果的、効率的な体制とするよう検討すること。 

平成２６年度当初組織編制に向けて、林業試験場を含めた農林総合研究所全体の見直しを検討して

いる。 
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○ 農商工連携・６次産業化等の対応組織について 

農商工連携や６次産業化の所管が商工労働部と農林

水産部に跨がっており、わかりにくく、効率が悪いよ

うに感じる。農商工連携と６次産業化の政策体系も考

えつつ、輸出のことも含め、ワンストップでの対応が

できるような環境を検討すること。 

平成２６年度当初組織編制に向けて、商工労働部と農林水産部の共管である市場開拓局において、

輸出も含めワンストップ対応が可能となるような体制を検討している。 

 

○ スポーツ健康教育課のあり方について 

スポーツ健康教育課の所管事項は、スポーツ全般、

学校体育、学校安全、学校防災、性教育、健康教育等、

多岐にわたっている。本県のスポーツの重要性から見

て、競技力向上等を専門で行うことができるよう、課

のあり方を検討すること。 

平成２６年度当初組織編制に向けて、競技力向上などの業務は知事部局に移管、再編する新たな体

制を検討している。 

（６）県内市町村への支援について 

県内の合併市町村の多くが平成２７年度から交付税

の合併算定替縮減期間に入り、大変厳しい財政運営と

なることが想定される。ついては、県として、合併市

町村の早期の自立を促すための政策的誘導を前提と

し、合併市町村に対して、十分な配慮を行うこと。 

併せて、単独自立市町村に対しても、市町村の自主

性を活かした事業が実施できるよう十分な配慮を行う

こと。 

 市町村合併に伴う普通交付税の特例措置の終了に伴い、合併市町村の財政運営に支障を生じるこ

とのないよう、行政区域の広域化等に伴い生じる財政需要等を考慮した財政措置を講じること、合

併を行わなかった市町村においても、過疎化や人口減少が進展する中で持続可能な行政サービス体

制構築のために必要な財政措置を講じることについて、平成25年7月31日及び11月15日に国に対し

て要望を行ったところであり、今後も市町村と意見交換を行い地方に必要な財源の確保について国

に働きかける。 

（７）中山間地域振興策について 

中山間地域は、過疎・高齢化の進行による集落機能

の低下が顕著となっており、加えて、中山間地域農業

がこのまま縮小に向かえば、多面的機能の維持ができ

なくなる懸念があるなど、中山間地域の様々な課題が

顕在化している。ついては、中山間地域の振興をさら

に促進するため、下記の事項を検討すること。 

 

○ 中山間地域農業対策について 

国では農業強化策として、来年度から県ごとに農地

中間管理機構を整備し、農地集約化を促進することと

しているが、中山間地域の中には農地集約化が困難な

地域が発生することが想定される。併せて、今後、中

山間地域は高齢化等により、生活用水・防火用水とし

中山間地域の農業については、地域における話し合いにより、市町村や農協が農業を核とした活性

化策（プラン）を策定し、その実現を支援するみんなでやらいや農業支援事業（がんばる地域プラン

事業）や特産物を育成する魅力ある中山間特産物等育成支援事業などにより、引き続き支援していき

たい。 

 さらに、中山間地域の豊かな地域資源を有効に活用し、循環させて地域を豊かにしようとする「里

山資本主義」の視点を持って、生産場面だけでなくエネルギーや医療など広く取組を展開することを、
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ても活用されている水路等の保全・補修が進まないこ

とも想定される。 

ついては、中山間地域の農業及び定住を守るための

鳥取県版構造改善を検討すること。 

また、農業生産条件の不利な中山間地域において、

耕作放棄地の発生防止と多面的機能の確保に向けた対

策を講じること。 

当初予算で検討している。 

 ・みんなでやらいや農業支援事業（がんばる地域プラン事業）７８，１６７千円 

 ・魅力ある中山間特産物等育成支援事業 １３，６０６千円 

 ・里山資本主義鳥取モデルプロジェクト  ３，５００千円 

 

中山間地域を含む県内の農地については、農地中間管理機構の体制を整備し、農家経営の転換や廃

業などにより耕作者がいない農地を借り受け、担い手等への転貸するなどにより、農地の集積・集約

化を進めることや、中山間地域等直接支払（県事業名：農地を守る直接支払事業）に加えて、来年度

に農地・水保全管理支払交付金から組み替えられる多面的機能支払（県事業名：農地・水保全活動交

付金事業）を活用した農地・農業用施設等の保全活動等により、耕作放棄地の発生防止や多面的機能

を確保していくことを検討している。 

 ・農地中間管理機構支援事業  ３３６，２４４千円 

・農地を守る直接支払事業   ８５７，３９１千円 

・農地・水保全活動交付金事業 ３１５，５８４千円 

 

なお、耕作放棄地の再生を図るため、国事業（耕作放棄地再生利用緊急対策交付金）及び県事業（耕

作放棄地再生推進事業）による耕作放棄地の再生経費の支援について、平成２６年度も引き続き実施

することを検討している。 

・耕作放棄地再生推進事業  ３２，０００千円 

○ 中山間地域振興に係る支援制度の対象について 

地域活性化等の取組みを行おうとする団体等があっ

ても、市町村が補助することを前提とする事業につい

ては、市町村が取り組まない場合、支援を受けること

ができないこととなっている。 

また、市町村が嵩上げ補助しない事業についても、

同様な措置をとられていることから、市町村を経由し

ないような多様な支援制度をつくる必要があり、検討

すること。 

中山間地域やまちなか振興をはじめとした地域づくりは、地域に最も身近な市町村の関与が不可欠

であり、これまでも各市町村において県が設ける事業の趣旨に御理解をいただき、市町村を通じた支

援を行っている。 

一方で、地域活性化等の取組を行おうとする民間団体等があっても、市町村の補助を条件としてい

る場合には、市町村が取り組まなければその団体は支援を受けることができないとして、県に対しよ

り柔軟な対応を求める御意見もあることから、県では既にいくつかの分野で直接支援を導入済みであ

る。 

・非営利活動への支援：鳥取力創造運動支援補助金 

・地域の要援護者への支援：とっとり「支え愛」体制づくり補助金 

 更に当初予算においても、中山間地域やまちなか振興分野に係るソフト事業などについて、市町村

による推薦を前提とするなど一定の条件のもとで、県が直接民間団体に支援するスキームの導入を検

討している。 

○ 生活路線バスの運行支援について 

高齢化が進むなか、奥部集落に住んでいても、安心

して住み続けることができるよう、また、生活交通弱

地域に密着した効率的な生活交通を確保できるよう、路線バス、市町村営バス等及びＮＰＯ法人等

が事業主体として運行する新たな交通手段である過疎地有償運送への支援など、各市町村の意見をう

かがいながら、今後も引き続き、地域の実情により即した生活交通確保に向けた制度の検討及びこれ
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者の移動手段を確保するため、生活路線バスの運行に

対して、引き続き、支援すること。 

に基づく支援を行う。 

 ・地域バス交通等体系整備支援事業  ４８１，９４１千円 

○ 地域医療の確保について 

地域医療を担う医師の確保に万全を期すこと。 

医師確保のための奨学金制度については、平成１８年度に創設して以来、これまで順次拡大してき

ており、平成２６年度も４１人の新規枠を確保することとしている。 

奨学金を受けた医師が順次県内で臨床の現場で活躍をはじめており、平成２５年度現在、１５人が

県内で勤務をしている。今後、鳥取大学と県で協力しながらこれら奨学金を受けた医師が県内の医師

不足病院で勤務しつつ医師としてのキャリアを積めるよう地域医療支援センターを運営していく。 

また、地域医療を志す医師を育てるため、鳥取大学医学部に地域医療学講座として平成２２年度か

ら寄付講座を開設しており、これを平成２６年度においてもさらに充実して継続するなど、今後とも

総合的に医師確保に万全を期していきたい。 

・鳥取県地域医療再生基金事業（各種医師関係奨学金）   ２３５，９２０千円 

・鳥取県地域医療支援センター運営事業      ２３，０７９千円 

・鳥取県地域医療再生基金事業（鳥取大学医学部地域医療学講座開設事業） 

           ３０，５００千円 

（８）観光施策について 

国内外からの観光客誘致に向けて、次の施策を講じ

ること。 

 

【国際観光振興】  

○ クルーズ客船誘致の推進について 

近年、境港、鳥取港にクルーズ客船が寄港し、港

のにぎわいが創出されている。しかし、クルーズ客

船誘致の取組は全国各地で行われており、今後、誘

致競争はますます活発化することが予想される。 

ついては、境港、鳥取港へのクルーズ客船の誘致

活動をさらに推進すること。 

境港においては、境港管理組合が大型外航クルーズ客船を中心に他港と連携した誘致を行ってお

り、平成２５年は寄港回数１７回で乗客数１万人突破といずれも過去最高となった。平成２６年は前

年をさらに上回る寄港予定で乗客数も３万人を見込んでおり、クルーズ客船の受入環境整備を行い、

更なる寄港拡大に取り組むこととしている。 

 また、鳥取港においては、鳥取港振興会を中心に県も協力して内航クルーズ客船を中心に誘致活動

を行っている。近年は継続的に複数回寄港しており、平成２５年も２回寄港している。 

 両港とも今後も引き続き、積極的なポートセールスを実施していく。 
 ・クルーズ客船受入推進事業        １０，７００千円 

・境港管理組合負担金（ポートセールス推進事業費）   ２１，３７２千円 
・鳥取港振興対策事業（観光クルーズ客船誘致推進事業） ３，３５３千円     

○ 米子空港の国際化の促進について 

  大交流時代を迎え、米子空港が対岸諸国との国際

交流の拠点として、北東アジアのゲートウェイとし

ての役割を果たすためにも、新規国際定期路線の開

設、それに対応できるＣＩＱ体制の整備及び空港の

施設・整備の充実が図られるよう国等の関係機関に

新たな国際定期便の就航も視野に入れ、これまでチャーター便の就航実績のある香港、台湾、ロ

シアなどから連続チャーター便や季節チャーター便の就航を積極的に働きかけるとともに、新たに

タイからのチャーター便誘致にも取り組んでいく。 

・国際航空便就航支援事業   ４９，８４０千円 

ＣＩＱ体制については、平成２６年１月１４日に法務大臣に要請を行った。今後も、空港のほか

国際クルーズ船の寄港が増大する境港も含めた体制の整備を引き続き国に働きかける。 
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働きかけること。 空港の機能充実については、国土交通省や米子空港ビル株式会社と、北東アジアゲートウェイにふ

さわしい施設となるよう協議・検討し、必要な支援を行う。 

【国内観光振興】  

○ まんがを活用した地域振興について 

  昨年、国際まんが博をはじめとした「まんが王国

とっとり」の取組が進められたところであるが、今

後も事業効果を見極めながら、まんがを活用した地

域振興に取り組むこと。 

まんがを活用した地域振興については、世界的に人気の高い観光地として定着する「鬼太郎」の境

港市、「コナン」のまちづくりが本格化した北栄町を始め、新たな聖地となった琴浦町、岩美町など

元気のある地域等を積極的に支援・連携しながら、「まんが王国とっとり」の聖地化を促進し、まん

がを活用した地域振興に取り組む。 
・まんが王国発ソフトパワー事業    ２４７，７９３千円 

 

○緊○ 航空路線を活用した地域振興について 

  米子鬼太郎空港は、昨年１２月からスカイマーク

が新規就航し、また、鳥取空港は、今年３月から５

便化されるなど、県内の定期路線が充実されつつあ

る。 

ついては、これらの定期路線を活用した観光客誘

致等、地域振興に資する取組をさらに促進すること。 

 新たな就航地や路線の拡充する首都圏との交流人口の拡大を促進し地域の活性化を図るため、就航

先地の自治体等と連携した観光ＰＲを民間団体とともに積極的に展開していく。また、民間交流を活

発化するため、本県と就航先地との民間団体間の新たな交流事業の取組に対し初期費用の一部を支援

する。 

 ・国内航空便利用促進事業  １７８，５１４千円 

○ 大山周遊道のサイクリングコース安全対策につい

   て 

大山周遊道のサイクリングコースは、「ツール・

ド・大山」をはじめ、韓国、台湾向けを中心に誘客

活動を積極的に図られ、多くのサイクリストが走っ

ている。また、平成２４年には、コースの路面上に

サイクリスト向けの案内表示がなされたところであ

る。 

しかし、この大山を周遊するコースは、人気の高

いドライブコースであり、休日になると多くの車両

が往来する状況であることに加え、カーブと急坂の

連続で危険な場所が多く存在する。 

ついては、自転車・車両等に注意を促すため、道

路上にサイクリングレーンの表示や標識の設置など

危険回避を行う安全対策を検討すること。 

 大山周遊道のサイクリングコースについては、西部地区のサイクリング関係者で構成する「サイク

リングロード整備検討会」などを活用して具体的な意見を聞くとともに、公安委員会等の関係部局と

調整を図りながら、安全な交通環境のあり方について検討する。 

 また、海外のサイクリングツアーを企画する旅行社を通じたサイクリストへの交通ルールの遵守の

徹底などの安全対策を講じる。 

 ・スポーツツーリズム推進事業（｢サイクリングリゾート｣推進事業）   ５５，６００千円 

○緊（９）全国障がい者芸術・文化祭開催に向けた取組につ

いて 

多くの障がい者に芸術・文化祭に参加いただくた

あいサポート・アートとっとりフェスタ（第１４回全国障がい者芸術・文化祭とっとり大会）の開

催会場については、バリアフリー化の状況を踏まえて、必要な対応を行うとともに、開催会場の最寄

駅から開催会場までは無料のシャトルバスや福祉タクシー等を運行することとしている。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

め、施設のトイレ等のバリアフリー化、会場までの

交通手段の確保等、きめ細かな対策を講じること。

併せて、芸術・文化祭のプレ大会の認知度が低かっ

たことから、県民が認知し、関心を持ち、参加して

いただくため、さらなるＰＲに努めること。 

また、大会運営に携わるボランティアの方にあいサポート研修を受けていただくなど、障がい者等

に配慮した大会となるように努める。 

 さらに、障がいの有無に関わらず、多くの県民の方に大会に参加していただくために、キャラバン

隊やマスコミ等を通じて積極的な広報を展開していく。 

 ・鳥取県障がい者アート推進事業      ２７９，４２０千円 

 

＜参考：開催会場のバリアフリーの現状等＞ 

・エレベーターは全施設で整備済である。 

・とりぎん文化会館の多目的トイレに大人のオムツ交換ができるベッド等を整備する予定である。 

・倉吉博物館、米子市美術館等の多目的トイレに大人のオムツ交換ができるベッド等の整備につい

て、倉吉市、米子市と協議中である。 

・鳥の劇場には大会期間中に多目的トイレ等をレンタルして設置する予定である。 

 

（10）山陰海岸ジオパークの振興について 

山陰海岸ジオパークを広く国内外にＰＲし、地域の

ジオツーリズムを通じた自然遺産の保全と地域活性化

につなげるため、次の対策を講じること。 

 

○緊○ 山陰海岸ジオパークの世界ジオパークネットワー

ク再認定について 

山陰海岸ジオパークは、鳥取西端エリアを追加し、

日本ジオパークネットワークで再認定されたが、来年

の世界ジオパークネットワークの審査においても、拡

大エリアも含めて再認定されるよう、与えられた課題

に万全の対策を講じること。 

世界ジオパークの再認定に向けて、山陰海岸ジオパーク推進協議会と連携し、これまでの取り組み

が評価されるよう万全の審査対応を整えるとともに、拡大エリアにおいては、地域の活動の活性化や

案内看板等の整備などの支援の取組を着実に進める。 

・山陰海岸世界ジオパークネットワーク推進事業 ８３，９６６千円 

○ アジア太平洋ジオパークネットワーク山陰海岸シン

ポジウムについて 

２年後には第４回アジア太平洋ジオパークネットワ

ークシンポジウムの国際会議が山陰海岸で開催される

予定であり、大規模な国際会議開催に向けてしっかり

とした準備・運営体制を整備すること。 

平成２５年９月に日本ジオパーク委員会の委員長をトップとする組織委員会を立ち上げた後、その具体

的な企画・運営を行う実行委員会を１２月に発足し、具体的な準備に着手した。 

また、シンポジウムでの地域住民、研究者らの活動報告を充実させるため、地域活動支援の継続実施の

ほか、調査研究活動の支援制度を当初予算において検討している。 

・山陰海岸世界ジオパークネットワーク推進事業 

（山陰海岸ジオパーク魅力活用総合補助金）     １７，０００千円 

   （山陰海岸ジオパーク調査研究支援補助金）    １，５００千円 

○ 隠岐ジオパークとの連携について 

隠岐ジオパークと山陰海岸ジオパークの連携を深

め、一体となった情報発信、観光振興等の取組を進め

メディアでの共同ＰＲや県外キャンペーン、両地域をめぐる旅行商品造成、ガイド交流会などの連携事

業を継続して実施するとともに、鳥取と隠岐を結ぶ観光クルーズルートを活用した新しい旅行商品の企画

を当初予算において検討している。 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

ること。 ・山陰海岸世界ジオパークネットワーク推進事業（隠岐世界ジオパークとの連携）６，６００千円 

○ 山陰海岸ジオパークの周遊ルートの道路改良につい

て 

県道網代港岩美停車場線は、近年山陰海岸ジオパー

クが世界ジオパークネットワークに加盟後、車両の通

行量が増加傾向である。 

しかし、田後地区内は道路幅員が狭く、大型観光バ

スの通行が不可能であり、普通乗用車の通行にも支障

をきたしている。 

地域の活性化、交通安全、産業振興、観光振興、防

災上の観点からも県道網代港岩美停車場線の早期改良

を実施すること。 

 田後地区の県道網代港岩美停車場線については平成２５年度から概略の検討を行っており、引き続

き関係機関及び地元等と調整をしながら事業実施に向けた検討を進める。 

○ 保安林の保全対策について 

近年、鳥取砂丘から連なる福部海岸林は、松くい虫

被害により、クロマツを主材木とする林相は年々悪化

しており、裸地化部分も増加し、保安林等の機能が危

ぶまれる状況となっている。福部海岸林は、山陰海岸

ジオパークの中にあって白砂青松の美しい海岸をなし

観光客へ憩いの場ともなっているため、抵抗性マツの

植栽等、保全対策を講じること。 

保安林機能の低下した福部海岸部の保安林においては、平成２５年度から抵抗性クロマツの植栽

により機能回復を図る事業に着手しており、２．４ｈａの植栽を実施している。 

 また、その隣接保安林３．９ｈａにおいては、平成２６年度までに抵抗性クロマツを植栽する計画

であり、２月補正予算及び当初予算による対応を検討している。 

・【２月補正】治山事業 １９，５７２千円 

・治山事業        ５，７００千円 

○ 白兎海岸周辺の振興について 

白兎海岸周辺は、鳥取市の重要な観光拠点である。

山陰海岸ジオパークの一部でもある白兎海岸周辺につ

いて、道路整備等を含め、さらなる振興を図ること。 

平成２４年１２月に白兎の丘（気多ノ前展望広場）を整備し、併せて白兎神社や道の駅「神話の里白う

さぎ」を中心とする散策ルートマップを作成するなど地域の魅力の発信に努めている。 

また、白兎をテーマとする土産物などの商品造成も支援してきたところであり、引き続き白兎海岸周辺

のジオサイトとしての地域資源の磨き上げ、情報発信を推進する。 

・山陰海岸世界ジオパークネットワーク推進事業 

（山陰海岸ジオパーク魅力活用総合補助金） １７，０００千円 

○緊（11）米子駅の南北自由通路の具体化について 

県と米子市が提携し､南北自由通路も含めた米子

駅周辺の環境を整備し、山陰本線鉄道発祥の地とし

ての新しいまちづくりを推進すべきものと考える。 

米子市の事業として取り組むに当たって、あまり

にも過大な負担が足かせとなって決断できないとい

うことにならないような環境整備を図ること。 

米子市が事業の円滑な実施を図れるように、今後、三者（米子市、ＪＲ米子支社、鳥取県）で構成

する協議会での検討内容を踏まえて、県議会の意見を聞きながら県の支援内容を検討していく。 

（12）偽装表示問題への対応について  
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

昨年来、全国各地で食材偽装が相次いで発生してお

り、偽装表示問題への対応が喫緊の課題となっている

ため、以下の取組を推進すること。 

・ 消費者等を対象とした食品表示に関する研修会を

開催すること。 

消費生活センターが開催している消費者向けの講習会や各総合事務所等が実施している出前説明

会などを活用して、消費者を対象とした食品表示に関する研修を行う。 

・ 食材偽装表示の措置命令の都道府県への権限委譲

を国に働きかけること。 

景品表示法に基づく措置命令権限を都道府県に付与すること等について、平成２５年１２月１８日

に国に対して要望を行った。なお、国においては都道府県への措置命令権限の委譲などを含む景品表

示法改正案の平成２６年通常国会への提出を目指して作業を進めている。 

・ 食品表示に係る監視体制を強化すること。  現在、本庁のみで行っている景品表示法に基づく監視・指導の業務を、東部生活環境事務所及び中

部・西部総合事務所生活環境局と連携して行う体制に改め、食品衛生法及びＪＡＳ法に基づく監視・

指導と併せて計画的に実施することにより、不適正な表示の排除に努める。 

・ 景品表示法の改正を踏まえ、食の安全安心を目的

とした条例制定を検討すること。 

今後、国において景品表示法の改正及び優良誤認表示の具体的な判断基準が示される予定であり、

この法改正等によってメニュー表示等に対する厳正かつ明確な指導が可能かどうか見極めた上で、鳥

取県食品衛生法施行条例の一部改正又は食品表示に関する新たな条例の制定を検討する。 

（13）産業・雇用施策について 

地域経済の活性化に向けて、県内の雇用創出、産業

振興のため次の対策を講じること。 

 

○緊○ 雇用対策について 

大手企業の相次ぐ事業再編等による多くの離職者が

発生しており、地域経済や雇用に大きな影響を与えて

いるため、雇用確保・人材育成を推進する雇用対策を

さらに充実すること。 

県内で大量離職案件が発生しており、緊急雇用対策会議を開催し対策を講じるとともに、県におい

て、労働移動緊急対策事業、中高年者就業支援事業、若年者就業支援事業などの就労支援施策をはじ

め、人材育成を通じて企業の事業拡大を図り雇用創出へとつなげる戦略産業雇用創造プロジェクト

（平成２５年度開始）による雇用創出に取り組んでいるところである。 

雇用拡大や処遇改善に向けた「地域人づくり事業（国の基金事業）」を活用して、女性・若者・高

齢者を意識した就業支援及び処遇改善や、経済再生成長戦略を加速させる「人づくりによる経済成長

戦略推進事業」を検討している。 

・【２月補正】緊急雇用創出事業（地域人づくり事業）    ９７，８６５千円 

・緊急雇用創出事業（地域人づくり事業）       １，１５２，１３５千円 

○ 工業団地整備について 

雇用創出・産業振興のため、今後も企業誘致の受け

皿としての新たな用地の確保・整備が必要である。つ

いては、市町村が行う工業団地整備に対する支援の拡

充を検討すること。 

市町村の工業団地整備への支援については、平成２５年９月補正において、工業団地再整備補助金

の上限額の引き上げや財政力の脆弱な市町村への補助率の見直しを行うなど、柔軟な対応を行ってき

ている。 

さらに、市町村による新たな工業団地整備に要する資金の借入利息の一部を助成する制度の創設

や、空工場の解体撤去費などの経費を市町村資金貸付基金の貸付対象に追加するなどの対応を当初予

算で検討している。 

・新規工業団地整備支援事業  制度要求 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

○ 鳥取港の通関手続体制の整備について 

鳥取港は関税上の不開港であり、輸入する場合には

一旦、境港で通関手続きを行ってから鳥取港に入港し

ているのが現状である。 

ついては、鳥取港における迅速な通関手続体制の整

備について、引き続き、国に働きかけること。 

通関手続体制の整備については、平成２５年６月、１１月の日本海沿岸地帯振興連盟及び平成２５

年８月の中国圏広域地方計画推進会議で財務省など関係省庁に対して要望した。 

 今後とも引き続き国へ要望していく。 

（14）農林水産業施策について 

国が農家ごとに主食用米の生産数量目標を割り当て

る生産調整（減反）が５年後に廃止されることとなっ

た。 

また、来年度には米の直接支払交付金（コスト割れ

分）が本年度半額に減額し、米価変動補填交付金（値

下がり分）は廃止されることとなった。今後、全国的

にコメの生産はどのようになるか見通せない状況であ

る。国は減反廃止で米価が急落するとコメ農家が打撃

を受けるため、徐々に主食用米から飼料用米等の生産

に誘導するとのことである。 

いずれにしても、来年度から主食用米の生産量は少

なくなるものと考えられる。 

ついては、ＴＰＰの動向も踏まえ、コメをはじめと

した農林水産業全体に関して、種々の対策を講じるよ

う検討すること。 

 

【コメ政策の抜本見直しへの対応について】  

○ コメの生産の減少に伴う農家所得の減少対策につい

て 

多様な水田活用を進めるための技術指導や販売流通

面の支援を行うこと。 

米の生産数量目標減少に対応するため、飼料用米の作付拡大に重点的に取り組むこととしている。 

作付拡大に当たっては、ＪＡと連携した技術指導に取り組むとともに、鳥取県飼料用米緊急推進プ

ロジェクトチームを設置し、県外の飼料業者への販売に向けた調整を進めている。 

○緊○ 飼料用米・加工米の生産対策について  

・ 低コストで飼料用米・加工米を生産する施設や機

械の整備の支援を行うこと。 

飼料用米、加工用米の低コスト生産に向けた機械、施設の整備については、国の「水田フル活用実

践緊急対策」（Ｈ２５補正予算・２８２億円）の活用を積極的に図るとともに、飼料用米の集出荷に

必要な共同乾燥調製施設の改修経費に係る支援について当初予算で検討している。 

・飼料用米集出荷対策支援事業 １０，０００千円 

・ 専用品種の種子確保等の生産環境整備の支援を行

うこと。 

専用品種はＪＡの共同乾燥調製施設での受入が困難であることから、各ＪＡの意向も踏まえ、主食

用品種でもある「日本晴」を推進することとしており、産米改良協会と連携して種子確保に取り組ん
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

でいる。専用品種の種子は全国的に供給量が不足している状況であるが、農家、ＪＡ等からの要望が

あれば、県内の種子生産組織との調整を図るとともに、日本草地畜産種子協会を通じた確保に努めた

い。 

・ 飼料用米・加工米の生産拡大に見合う需要の確保

を行うとともに、保管、流通対策を講じること。 

飼料用米は鳥取県飼料用米緊急推進プロジェクトチームを中心として全県的に、加工用米は各ＪＡ

が個別で需要拡大に取り組んでおり、米の生産数量目標減少に見合った需要は確保できる見込みであ

る。なお、保管、流通について、施設整備等が必要な場合は、国の「水田フル活用実践緊急対策」（Ｈ

２５補正予算：２８２億円）や県単独事業によって個別に対応を検討したい。 

 ・飼料用米集出荷対策支援事業 １０，０００千円 

○緊○ 飼料用米について 

コメ政策の見直しにより、飼料用米増産の推奨が国

の方針で明らかになったところである。畜産農家が安

定・安心して飼料用米を使用するために、畜産物の品

質低下の不安を払拭するための給与試験の支援、供給

側と使用側マッチング組織をつくるよう検討するこ

と。 

国のコメ政策の大幅な見直し、全国的なコメ需要の減少により、本県の生産数量目標は面積換算値

で６７０haの減少となり、この減少分は飼料用米の作付拡大により対応する方針としたところであ

る。飼料用米の利用促進を図るためには、畜産農家が飼料用米を安心して、安定的に利用できること

が不可欠であるので、給与試験の実施を２月補正予算及び当初予算において検討している。 

飼料用米の供給側と利用側のマッチングについては、鳥取県飼料用米推進協議会に加えて、急速に

増加する見込みの飼料用米の生産、流通、利用の対策を検討する鳥取県飼料用米緊急推進プロジェク

トチームを２５年１２月１９日に設置したところである。 

 ・【２月補正】飼料用米給与技術確立事業  １０，９８０千円 

 ・飼料用米利用拡大推進事業        １３，５５７千円 

更には、県産飼料用米を使用することによる、飼料

用米単価の上昇を防止するよう対策を講じること。 

転作奨励として生産者に給付予定の産地交付金の活用により、生産者サイドが飼料用米単価の上昇

を防ぐ仕組みを確立するよう、生産者や団体等に働きかけていきたい。 

○ 一等米比率の低下対策について 

夏場の高温等の影響により、近年、県内の一等米比

率が低い状況が続いているため、以下のことについて、

取り組むこと。 

 

・ 鳥取県産「きぬむすめ」の認知度向上、販売強化

に対する支援を行うこと。 

きぬむすめの販売対策強化、認知度向上に重点的に取り組むため、既存の事業を組替えて当初予算

でも継続して対応することを検討している。 

・鳥取県産きぬむすめ販売拡大支援事業 １，７５０千円 

・ 夏場の高温への耐性が強く、良質米が確保できる

「コシヒカリ」の生産技術対策を早急に行うこと。 

コシヒカリ等の早生品種を良質に生産するためには、高温登熟回避のための遅植え、粒張り向上を

狙った後期栄養の充実(追肥)、登熟の速まりに対応した適期収穫の３点を生産者に提案するととも

に、県下７か所に現地実証圃を設ける等の取組を行っているところである。 

 さらに、コシヒカリ等早生品種の地帯ごとの適地情報マップ、長期気象予測(1か月)を用いた出穂

肥の施用適期などのきめ細かな情報提供により、品質向上を図っていきたい。また、中期的な対応と

しては、早生・中生品種の育成、県外品種の選別による優良種苗導入に努めている。 

【水産業の振興について】  
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

  本県の漁業を取り巻く情勢は、水産資源の減少、漁

業後継者不足、燃油高騰等、厳しいものがある。また、

長引く景気低迷により魚価が低迷しており、漁家の経

営は一段と苦しくなっており、下記の事項を検討する

こと。 

○緊○ 境漁港の高度衛生管理化について 

水産庁直轄調査により「境漁港の高度衛生管理基本

計画」が策定中である。 

この整備方針を確立し、県も協力体制を整え、早急

に着工するよう国に働きかけること。 

水産庁は、平成２６年８月の高度衛生管理基本計画の策定に向け、市場関係者とともに施設整備

の具体的な調査・検討を行っており、県としては、整備方針が確立され次第、予算確保について国

に働きかける。 

・【２月補正】境漁港高度衛生管理型市場整備事業 １，７１１千円 

・さかいみなと漁港・市場活性化推進事業     ５，３０３千円 

○緊○ 新規就業者に対する船や機器への経費助成につい

て 

漁業研修の終了者が就業する際に漁協が新船又は中

古漁船をリースできる経費助成を検討すること。 

国が平成２５年度補正予算で、新規就業者の独立支援策として、漁業構造改革総合支援事業（もう

かる漁業沿岸版：中古漁船リースも対象）を創設したことから、県としては、国事業の活用を促すと

ともに、国事業の対象とならないものを支援するよう当初予算において検討している。 

・漁業就業者確保総合対策事業（漁業経営開始円滑化事業）１３，２３８千円 

○ 養殖漁業の振興について 

美保湾におけるギンザケ養殖や泊漁港での井戸海水

を利用した陸上養殖の取組みが始まっている。 

養殖漁業の推進を図るためには、民間企業等の参入

を促進する必要がある。 

そのため、養殖施設整備や飼育技術等の支援を行う

こと。 

ギンザケ養殖については、平成２４年度から養殖施設整備費の支援を行い、平成２５年度から陸上

養殖新規参入企業への支援を行っている。これらの支援の継続に加え、新規参入企業の事業化プラン

作成や飼育技術指導など陸上養殖への新規参入を促進する取組を当初予算において検討している。 

 ・ギンザケ養殖支援事業          １６，０８４千円 

 ・陸上養殖推進事業（陸上養殖起業支援事業）３０，０００千円 

 ・養殖普及指導事業             ２，５０１千円 

 ・陸上養殖適地調査支援事業          ５，０００千円 

○ 魚価のアップ対策について 

低迷する県産魚の魚価をアップし、「もうかる漁業」

への総合的な対策を行うこと。 

年々多様化する消費ニーズに対応し、水産物の消費拡大や魚価向上を図るための水産物流通改革や

地産地(他)消の拡大にチャレンジするなどの先進的･モデル的な取組への継続支援と併せて、未利用

魚の活用、マグロの品質向上試験等への支援を当初予算において検討している。 

・水産物流通改革・消費拡大チャレンジ支援事業 ３，２８０千円 

・未利用資源を有効活用！蓄養殖・加工実証試験 ４，４００千円 

・魅力発信！マグロブランド強化事業      ２，９５０千円 

・高品質マグロ生産試験            １，８６２千円 

○ 鳥取県版ファストフィッシュの推進について 

県産魚の消費拡大を図るため、ファストフィッシュ

化（食べやすい、調理がしやすい、ごみが出ない等）

を進める県内水産加工業者への支援を行うこと。 

消費地バイヤーから商品評価の高い県産魚の産地一次加工品（県産魚ファストフィシュ）の生産･

販売促進を図るため、県内水産加工業者が行う、産地情報・商品提案システムの構築、鮮魚加工人材

育成研修、新しい流通システム構築に対する支援について、当初予算による対応を検討している。 

・鳥取県版ファストフィッシュ生産促進事業 ３，１１２千円 
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

○ 沿岸漁業者の経営改善について 

燃油高騰により厳しい経営を余儀なくされている沿

岸漁業者が経営改善を図るため、省エネエンジンや省

エネ機器を導入することに対して引き続き支援を行う

こと。 

国が平成２５年度補正予算で、漁業者グループが行う省エネ効果の高い機器類（ＬＥＤ集魚灯、機

関等）の導入費用に対する補助制度（省エネ機器設備等導入推進事業）を創設したことから、県とし

ては、国事業の活用を促していきたい。 

なお、漁船用機器の導入については、引き続き漁業経営能力向上促進事業で支援するとともに、国

事業で対象とならない省エネエンジンの交換については、必要に応じて補正予算による対応を検討し

たい。 

・漁業経営能力向上促進事業 ２,０００千円 

また、燃油高騰に伴い、厳しい経営を強いられてい

る漁業者（小型船を含めた全漁業）の漁獲共済掛金負

担に対する支援を行うこと。 

漁獲共済掛金助成について全漁業に対する支援は考えていないが、日韓暫定水域設定により影響

を受ける漁業については、引き続き当初予算による対応を検討している。また、燃油高騰対策につ

いては、本年度、国の漁業経営セーフティーネット構築事業が拡充されたことから、漁協と連携し

ながら一層の加入促進に努めていきたい。 

・漁業共済掛金助成事業 ５，１００千円 

○ 沿岸漁業振興について 

沿岸漁業振興のため、定置網設置に対する新たな支

援制度を検討すること。 

平成２４年度には漁協が行う設置候補地の漁場調査に対する支援、平成２５年度からは網の購入及

び設置経費を支援しており、継続して支援を行うよう当初予算において検討している。 

 ・定置網漁業導入支援事業 １３，４００千円 

○ 栽培漁業センターの機能強化について 

栽培漁業センターでは、陸上養殖をはじめ、様々な

研究・調査を行っているが、将来にわたって安定的に

水産物を供給する強い産地づくりを目指す上で、栽培

漁業センターは大変重要な機関であるため、一層の機

能強化を図ること。 

栽培漁業センターでは、魅力ある水産物を安定的に供給できる強い産地づくりに向けて、マサバや

キジハタの陸上養殖の技術開発や普及指導を推進するため即戦力の研究員を昨年９月に増員すると

ともに、今年度事業で海水井戸やアワビの種苗生産施設等を増設するなど、体制・機能の強化を図っ

ているところである。 

今後も引き続き養殖企業のニーズに対応するため、マサバの種苗生産施設の増設、養殖技術の指導

体制の整備について当初予算による対応を検討している。 

・栽培漁業センター施設強化事業 ４６，５９７千円 

○ 日韓暫定水域の操業秩序の確立について 

暫定水域の適正な資源管理を図るため、水域内の操

業秩序を早急に確立するよう、引き続き、国に働きか

けること。 

日韓暫定水域内の操業秩序の確立に係る要望活動については、国の施策等に関する提案・要望等、

様々な機会を捉えて行っている。今後も引き続き国に要望していく。 

○ フロンティア漁場整備事業について 

現在、日本海西部海域において、あかがれい・ずわ

いがにの保護育成礁整備が進められているが、早期の

事業進捗が図られるよう、国に働きかけること。併せ

て、マイワシを主対象に湧昇流漁場整備についても早

期の事業着手となるよう、国に働きかけること。 

あかがれい・ずわいがにの保護育成礁については早期完成、マイワシ等の湧昇流漁場整備につい

ては、計画どおりの事業実施並びに本県沖合での早期事業着手について国に要望しているところで

あり、今後とも引き続き国に働きかけていく。 

○ 中海の漁業振興について 

中海の漁業振興を図るため、窪地の埋め戻し、浅場

平成２４年度から水産試験場が中海水産資源生産力回復調査に取り組み、中海における水産資源の

増殖対策について調査研究を行っており、平成２６年度も引き続き当初予算による対応を検討してい
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

造成、藻場造成など漁業環境の改善について、国に働

きかけること。 

る。 

 当該調査では、国交省が整備した造成浅場の利活用方策を調査･検討していることから、今後、調

査研究の成果として漁業振興策が打ち出せれば、国に対して、さらなる浅場造成等について要望して

いきたい。 

 ・中海水産資源生産力回復調査 ２，１３４千円 

○ 境港お魚ガイド活動支援事業の継続実施について 

境港の知名度向上、水産物の消費拡大等を目的に行

っている専門ガイドによる境港漁港ツアー、水産業Ｐ

Ｒの担い手育成、各種魚食普及活動等に対して、継続

して支援を行うこと。 

境漁港の見学ツアー、食との観光連携、魚食普及活動等の取組を継続支援するよう、当初予算にお

いて検討している。 

・境港お魚ガイド活動支援事業 ２，５０８千円 

【畜産業の振興について】 

本県の畜産産出額は、昭和６０年には３２８億円あ

ったものが、平成２２年では２３１億円に減少してい

る。和牛・酪農等をはじめとする畜産業を活性化する

ことは、喫緊の課題であるため、下記の事項を検討す

ること。 

 

○緊○ 県内の畜産業（生産者・流通業）の活性化につい

て 

鳥取県で生産される牛肉、豚肉、地鶏肉の食肉全般

を全国に発信するイベントの開催を検討すること。 

首都圏や関西圏への販路拡大だけでなく、多くの観光客に来鳥してもらい、肉を消費してもらうこ

とによる生産拡大や流通拡大を希望している生産者や流通業者が多い。そのきっかけづくりとして、

全国に鳥取県産食肉を発信するためのイベント開催を当初予算において検討している。 

 ・とっとりｄｅミート開催支援事業 ４，０００千円 

また、県産畜産物を販路拡大するために、意欲のあ

る流通業者への支援策も検討すること。 

畜産物は、食品衛生法等の法律により、様々な流通・販売ルートを経由しなければならないため、

生産と消費が直結しないという問題がある。そのため、生産振興や消費者へのＰＲ等の取組だけでは

流通拡大が困難であることから、県産畜産物の販路拡大を図る流通業者に対する支援について当初予

算において検討している。 

 ・畜産物消費拡大チャレンジ支援事業 ６，０００千円 

併せて、県産牛乳・乳製品の消費拡大への対策を講

じること。 

県主催の会議等に、県産牛乳・乳製品を利用するよう働きかけるなど消費拡大に取り組んでいる。 

また、農林水産団体等が実施する都市部との交流会等の開催経費や、試食販売などの消費拡大の取

組に対して、引き続き支援を行うよう当初予算において検討している。 

・食のみやこ鳥取県推進事業（おいしい鳥取ＰＲ推進事業：農産物等販路開拓支援事業）    

 ４，０００千円 

○ 種雄牛の造成について 

種雄牛の造成に当たっては、鳥取系種雄牛の造成を

主体にすること。 

県内の繁殖雌牛の能力の現状を考慮し、今後の鳥取県内の繁殖雌牛に必要な形質（肉量、霜降り具

合、オレイン酸含有率等）について現状分析を行い、県内畜産農家の意見を伺いながら、種雄牛造成

の方向性を決めたい。オレイン酸含有率が高く、増体が良い鳥取系種雄牛の必要性は認識している。 

○ 県外の鳥取系統の優良メス牛の導入について 鳥取和牛オレイン５５の認定頭数は、平成２３年の認定開始から増加していない（年間約３００頭
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

「鳥取和牛オレイン５５」増産を図るために、県外

の鳥取系統の優良メス牛の導入を検討すること。 

強）。鳥取和牛オレイン５５の増産のため、オレイン酸含有率が高い種雄牛造成とあわせて、オレイ

ン酸含有率が高い県内繁殖雌牛の保留・導入を推進しているところであるが、鳥取和牛オレイン５５

の認定率を増加させるために、県外繁殖雌牛の導入推進について当初予算で検討している。 

・「鳥取和牛オレイン５５」県外雌子牛導入推進事業 ３，８００千円 

○ 酪農後継者対策について 

県内生乳生産量を確保するため、酪農の新規参入や

酪農後継者の規模拡大を促す対策を検討すること。 

酪農の新規参入や規模拡大には、多額の投資や地元での受入れ調整に相当な労力を費やすことが多

い。このため、酪農後継者等への新規参入や規模拡大を促し、生産基盤の拡大を図るための支援策を

当初予算において検討している。 

 ・次世代につなぐ酪農支援事業 ３２，０００千円 

○ 酪農ヘルパー制度について 

酪農ヘルパー制度は、平成２５年度で国の基金事業

が終了するため、利用酪農家の負担が急増することが

懸念される。ついては、県単独事業で支援対策を行う

ことともに、国に早急に制度を設けるよう働きかける

こと。 

酪農ヘルパー制度を継続し、国の基金事業終了に伴う利用農家の急激な負担増加を緩和するための

支援を当初予算において検討している。 

 また、国に対しても、基金事業と同等の事業を復活するよう要望していく。 

 ・次世代につなぐ酪農支援事業 ３２，０００千円 

○ 放牧に対する支援について 

他県では中山間地域で放牧を導入し、和牛繁殖経営

を行うとともに農地の保全を両立させている事例があ

る。中山間地域への放牧の導入に対する支援を検討す

ること。 

県では平成１１年度から和牛放牧への支援を行っており、現在の和牛放牧面積は２００ｈａ程度と

なっている。関係機関との連携を図りながら和牛放牧を推進するよう当初予算において対応を検討し

ている。 

 ・畜産飼料増産対策事業（和牛放牧拡大支援事業） ５００千円 

○ 県外からの繁殖雌牛導入について 

民間の種雄牛の生産者と競争しても鳥取県の種雄牛

が全国で上位になるのは難しく、県有種雄牛のシェア

も以前と比べて大きく低下している。種雄牛造成に係

る事業費を母牛群に投入すれば子牛生産にもつながる

ため、種雄牛育成を見直し、繁殖雌牛、母牛群導入へ

の転換を検討すること。 

自県での種雄牛造成により、産地の特長を持つ牛を作ることで、他県との産地間競争に勝つことが

できるため、自県での優秀な種雄牛の造成を望む農家の声が多い。現在、鳥取和牛オレイン５５の増

産に向けた種雄牛造成に取り組んでいるところであり、今後も継続していくよう当初予算において検

討している。 

 ・県優良種雄牛造成事業 １６，３４１千円 

【林業の振興について】 

木材価格の低迷等による採算性の悪化により、森林

所有者の施業意欲が減退し、林業生産活動が停滞する

とともに、林業従事者の高齢化が進んでいる状況を鑑

み、下記の措置を講じるよう検討すること。 

 

○ 県産材の安定供給と利用拡大について 

林業・木材産業を活性化し、持続的な森林経営を図

るためには、県産材の安定供給を行いつつ、利用拡大
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要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

を行う必要があり、次のことを検討すること。 

・ 間伐と間伐材の搬出の促進 間伐と間伐材の搬出促進について、引き続き、当初予算において検討している。 
・造林事業    １，０２６，５９８千円 
・間伐材搬出等事業  ６７２，０００千円 

・ 皆伐の促進による建築用材の確保と再造林による

森林の若返り 

人工林の皆伐の促進と再造林による森林の若返りは必要と考えており、平成２５年度に「鳥取県人

工林皆伐再造林研究会」を立ち上げ、低コストで収益の上がる施業体系について検討している。施業

体系の確立に向けた研究会の継続について当初予算による対応を検討している。 

・皆伐推進モデル事業 １，５９３千円 

・ 公共建築物の木造化と県産材の利用促進 公共建築物の木造化について、引き続き、当初予算において検討している。 
新たなニーズに合った県産材の利用促進について、当初予算において検討している。 
・鳥取県緑の産業再生プロジェクト事業（木造公共）２８０，５００千円 

・木造公共施設等整備事業               ２３，０００千円 

・鳥取県産材製品安定供給体制構築事業          １２，２４８千円 
・鳥取発ＣＬＴ等生産支援プロジェクト事業         ４，３１０千円 

・ 乾燥機の導入と乾燥材のストックを促進するため

の支援 

木造公共施設や木造住宅の建設資材として需要が高まっている県産材乾燥材の安定供給は喫緊の

課題であるため、乾燥機導入に対する支援の継続及び乾燥材のストックを促進するための木材産業等

高度化推進資金の利子助成を当初予算において検討している。 

 ・鳥取県産材製品安定供給体制構築事業 １２，２４８千円 

・ 県産材に付加価値をつけた製品化の支援 木材の出口対策、特に良質材の利用先を拡大するための取り組みが必要であり、JAS規格が制定さ

れたCLTや住宅リフォーム等の内装に利用できる新たな製品の開発など、付加価値をつけた県産材製

品を目指す取り組みへの支援を当初予算で検討している。 

・鳥取発ＣＬＴ等生産支援プロジェクト事業 ４，３１０千円 

○ 木材市場等への県産乾燥材をストックするための財

政支援について 

県産材の需要が定着してきた今日、県産乾燥材の需

要に対応できる安定供給体制を構築する必要がある。 

そのためには、小規模な木材市場等が県産乾燥材を

ストックするための資金に対する利子助成を行うこ

と。 

県産乾燥材の安定供給を促進するため、木材市場等が県産乾燥材をストックするために借り入れる

木材産業等高度化推進資金の利子助成を当初予算において検討している。 

・鳥取県産材製品安定供給体制構築事業 １２，２４８千円 

 

○緊○ 緑の産業再生プロジェクト事業の継続と内容の拡

充について 

中山間地の林業の振興や木材産業の活性化のために

は、引き続き路網整備や高性能林業機械の整備、木材

加工流通施設、木造公共施設の整備を行う必要がある。 

緑の産業再生プロジェクト事業の継続と内容の拡充について、２月補正及び当初予算による対応を

検討している。 

・【２月補正】鳥取県緑の産業再生プロジェクト基金造成事業 １，９４２，９００千円 

・鳥取県緑の産業再生プロジェクト事業           ２，２３１，２８０千円 
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そのためには、森林・木材産業の川上・川下対策を

総合的に取り組める、緑の産業再生プロジェクト事業

の延長と柔軟な対策が出来るよう支援の拡充を検討す

ること。 

○ 林業労働者の所得向上について 

林業労働者の所得水準は、事業確保の不安定性や事

業主の経営基盤の脆弱性などから他産業に比べて低く

なっており、林業労働者が自立して生活ができるよう、

事業量の安定的確保と雇用の安定化など所得向上策の

充実を図ること。 

事業量の確保に対応した搬出間伐等に係る各種支援や低コスト林業を進めるための路網整備、高性

能林業機械等の整備に係る支援について、引き続き、当初予算において検討している。 

・造林事業           １，０２６，５９８千円 

・路網整備推進事業          １６，５２８千円 

・低コスト林業機械リース等支援事業 １０７，２４１千円 

○ 県営林の管理について 

木材価格の低迷等により、県行造林においても森林

整備が進んでおらず、荒廃している山も見受けられる

ことから、県行造林のあり方を検討すること。併せて、

財団法人鳥取県造林公社についても、公社経営改革プ

ランが着実に実行されるよう指導・助言を行うこと。 

県行造林については、契約期間の満了したものから評価し、順次森林所有者へ返還していくことと

している。 

（公財）鳥取県造林公社については、県と公社で構成する経営改革推進プロジェクトチームを発足

し、事業の進捗状況の確認や課題への対応等を協議しており、引き続き、経営改革プランの着実な実

行に向けて取り組むこととしている。 
 

○ 森林の境界明確化・地籍調査の取組強化について 

山村の高齢化進展により、森林の境界がわからない

状況が急速に進んでいる。また、地籍調査は、鳥取県

は全国と比較して進んでいない状況である。 

ついては、森林整備を進める上で重要な取組である

森林の境界明確化及び地籍調査に対するさらなる支援

を行うこと。 

森林の境界明確化活動及び地籍調査の支援について、引き続き、当初予算において検討している。 
・緑の産業再生プロジェクト事業（森林境界の明確化）       ４０，７００千円 

 ・国土調査事業                        ７５９，１６３千円 

○ （公財）鳥取県林業担い手育成財団の機能強化につ

いて 

森林業務に係る人材育成・運営指導の役割を担う（公

財）鳥取県林業担い手育成財団は、森林整備等の事業

運営において、大変重要な組織であるため、機能強化

のための支援を充実すること。 

財団が実施する共済年金掛金助成及び年末一時金支給助成の事業執行について、資金の不足がな

いよう市町村、森林組合等と連携し、継続的な支援を検討している。また、公益法人移行により、

基本財産の活用について財団独自の意思決定が可能となっており、運営体制の強化等抜本的な対策

については、基本財産のあり方を含め検討することが適当と考えている。 
・林業労働者福祉向上推進事業 ５，９７０千円 

○ 森林病害虫（ナラ枯れ、松くい虫）対策について 

県内でナラ枯れの被害が深刻となっており、駆除の

徹底が課題となっている。松林などの針葉樹やナラな

どの広葉樹林を森林病害虫の被害から守ることは、災

害の防止や水源の涵養といった公益的な機能を守る上

ナラ枯れ及び松くい虫被害対策については、国・市町村・県が連携して取り組んできており、こ

れまでの助成措置の継続について、当初予算において検討する。 

また、過年度枯れ被害木の伐採処理については、既に市町村交付金でメニュー化されている松く

い虫被害木に加え、ナラ枯れ被害木も対象とすることを検討したい。 

 ・ナラ枯れ対策事業   ７３，９７２千円 
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でも重要であるため、森林病害虫対策に万全を期する

こと。 

さらに、過年度に被害を受けた枯損木は、森林及び

景観上好ましくなく、周辺の構造物や雪害による倒木

など、２次的な被害を起こす可能性が高くなっている

ため、枯損木の伐採処理を支援すること。 

 ・松くい虫等防除事業 １２９，７６７千円 

○ 木質バイオマス活用の取り組みについて 

木質バイオマス発電の稼働に伴う木材の需要を満た

すため、木質バイオマス原料の輸送費支援について、

検討すること。 

木質バイオマスの原料である低質材の搬出等輸送経費については、平成２５年度鳥取県緑の産業

再生プロジェクト事業（繰越予算）による支援を検討している。 

 

○緊○ 間伐材搬出への支援について 

国産材の価格は依然低迷し、現在の木材価格では間

伐材生産の採算性がとれない状況にあるため、間伐材

搬出への支援を引き続き行うこと。 

間伐材搬出への支援について、引き続き、当初予算において検討している。 

・間伐材搬出等事業   ６７２，０００千円 
 

○ 原木しいたけの振興について 

品質の高い原木しいたけの産地の実現のため、原木

林の育成による栽培用原木の安定確保体制を早期に構

築すること。 

原木の安定確保のため、造林事業を活用した原木林の造成への支援を引き続き検討している。また、

新たな取り組みとして、品質の高い「原木しいたけ１１５号」の生産を推進するため、マーケティン

グ調査やブランド化に欠かせない原木の確保策について、当初予算において検討している。 

・鳥取県緑の産業再生プロジェクト事業（原木しいたけ再生回復対策） ６２，０００千円 

・原木しいたけ産地づくり支援事業 ９，７３３千円 
・鳥取しいたけブランド化推進事業 １，５００千円 

（15）鳥獣被害対策と野生鳥獣肉の活用について 

中山間地域を中心に鳥獣被害が拡大する中、捕獲・

解体から販売・消費・処分までの一体的な取組を進め

るため、下記の対策を講じること。 

 

○ 隣接県との連携について 

鳥獣被害には県境がないことから、隣接県と綿密に

連携し、広域的な鳥獣被害対策を推進すること。 

県境を越えた取組については、本県等の働きかけで連携して被害対策や保護管理を検討する「中国

地域野生鳥獣対策ネットワーク」が発足した。今後はこの組織を通じて具体的な連携内容の検討を行

う予定である。 

○ 鳥取市営鳥取クレー射撃場の再開に向けた財政支援

について 

野生鳥獣被害対策に大きな役割を果たす猟銃所持者

の利便性向上や負担軽減を図り、更には県内の若齢者

等が猟銃を所持しやすい環境を整備する必要がある。 

そのためには、閉鎖中の鳥取クレー射撃場を再開す

る必要があり、そのための財政支援を検討すること。 

 現在、東部地域１市４町で鳥取クレー射撃場の再開に向けて、必要とされる施設の仕様、整備主体、

運営形態及びそれらに係る経費負担について検討がなされており、本県も射撃場の地域における必要

性並びに重要性に鑑みその検討会に参加して技術的な助言等の協力を行っている。県としても検討会

の状況を踏まえながら、国の補助制度も活用して財政支援について検討していきたい。 
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○ ジビエ料理等の販路開拓について 

ジビエ料理は、八頭郡が主体で取り組んでいる状況

であり、販路拡大に向け、流通の容易な旧鳥取市内や

関西圏に打って出るよう検討すること。また、鹿の角

は、刀剣などの愛好家には興味があると考えられるの

で、業者などと連絡をし、流通を図るよう検討するこ

と。 

ジビエ料理等の販路開拓については、料理開発・ＰＲを行う飲食店等への支援やジビエ・加工品等

の販路開拓を行うコーディネーターの配置、角・皮を含めまるごと一頭の活用に向けた調査研究等を

当初予算において検討している。 

 ・とっとりジビエ消費拡大事業  ７，３００千円 

 ・いなばのジビエ開発普及事業 １０，６２９千円 

○ 野生鳥獣肉の衛生管理基準について 

家畜の牛、豚、鶏の肉については、「と畜場法」等

により、厳しい衛生管理が定められているが、ジビエ

（野生鳥獣肉）については、食品衛生法で、解体は食

肉処理の営業許可を得た施設で行うことを定めている

だけである。 

動物の肉には、人間の健康を損ねる細菌や寄生虫が

生息しているリスクが高いので、特別の注意が必要で

あり、国に早急にジビエの衛生管理基準を定めるよう

働きかけること。 

 ジビエの衛生管理基準については、各県における処理施設の許可基準等の調査や関係者の意見も聞

いた上で、必要に応じて国に制定を働きかけたい。 

なお、県では、平成２３年に「イノシシ・シカ解体処理衛生管理ガイドライン」を定め、処理業者

への講習等を通じての衛生管理の徹底や十分な加熱による食中毒の防止の周知等に努めているとこ

ろである。 

（16）県民の命と暮らしを守る社会資本整備等について 

近年、想定を越える自然災害が多発する中で、県土

の強靱化を図る上で、高速道路のミッシングリンクの

解消など、防災対策という観点も入れた社会資本整備

が求められており、次の対策を講じること。 

 

○緊○ 高速道路の整備促進について 

ミッシングリンクの解消に向けて、山陰自動車道（鳥

取西道路、北条道路）、山陰近畿自動車道、北条湯原

道路、江府三次道路の早期整備に全力を挙げること。 

県内高速道路のミッシングリンクについては、これまでも重ねて国に対して早期の解消を要望し

ているところであり、１月２４日にも国土交通省に対し、鳥取西道路をはじめとする県内事業箇所

への重点配分を要望した。 
引き続き、予算の重点配分を要望するとともに、埋蔵文化財調査や用地取得における支援等に全力

で取り組む。 

○ 鳥取自動車道と山陰近畿自動車道の直結について 

鳥取自動車道と山陰近畿自動車道を直結することに

より、鳥取市街地の幹線道路網を整備するよう道路計

画を早期に立て、検討すること。 

当該区間の高速道路のあり方について、鳥取市のまちづくりの観点から検討を行うため、鳥取市

や国とともに産官学からなる「高速道路ネットワークを活用したまちづくり勉強会」を設立し、計

５回の勉強会を開催した。 
１月３１日に勉強会での検討結果を取りまとめたところであり、この内容を踏まえながら、計画段

階評価に向けた調査を早急に進めるよう、国に対して要望していく。 

○ 付加追越車線整備について 

高速道路の渋滞を緩和するため、付加追越車線の整

 平成２４年度の緊急経済対策で事業化された付加追越車線（鳥取自動車道3箇所、米子道路1箇所）

の早期整備とともに、抜本的な対策である4車線化についても、国やNEXCO西日本に対して引き続
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備を優先しながら、４車線化を促進すること。 き要望していく。 

○ 国道４３１号の高規格化について 

米子・境港間の国道４３１号では、渋滞がたびたび

発生している。中海圏を結ぶいわゆる「メガネ道路」

の完成は、圏域の物流観光等の基盤となるものである。

米子道の米子北インターまでの事業化と重要港湾境港

と米子道を結ぶ国道４３１号の高規格化の着手を急ぐ

こと。 

 中海圏域の道路ネットワークのあり方については、現在「米子・境港地域と道路のあり方勉強会」

において、国・県・市村が集って検討を進めているところであり、引き続き、検討を重ねていく。 

○緊○ 境港中野地区国際物流ターミナルの整備について 

地元木材関連企業が増産体制を整えることから、原

木輸入の増加を見込まれている。ついては、境港中野

地区国際物流ターミナルの早期整備に向けて全力を挙

げること。 

中野地区国際物流ターミナル整備については、平成２７年度の早期完成を引き続き国に要望して

いく。 

○ 社会資本整備総合交付金について 

国道１８１号岸本バイパス、国道１８３号河上工区

等の事業箇所が着実に整備されるよう、社会資本整備

総合交付金の事業費確保に向けて、国に強く働きかけ

ること。 

社会資本整備総合交付金については、特に財政力の弱い地方に重点配分するように国に対して要望

してきたところであり、今後も引き続き要望していく。 

○ 中海架橋建設連絡協議会の早期開催について 

中海架橋の実現に向けて、島根県との協議、連携を

さらに進め、「中海架橋建設連絡協議会」を速やかに

開催するよう努めること。 

中海圏域の道路ネットワークのあり方については、現在「米子・境港地域と道路のあり方勉強会」

において、国・県・市村が集って検討を進めているところであり、中海架橋の役割や位置付け等に

ついても検討を行う予定としている。 
また、昨年１０月２４日には島根県との調整会議を開催したところであり、引き続き事務ベースの

協議を重ね、連携を図っていく。 

○ 美保基地周辺の環境整備の促進について 

美保基地周辺住民の生活環境整備を図るための道

路・スポーツ広場の整備、防音対策等の促進について、

国に働きかけること。 

 美保基地周辺の環境周辺整備事業については、既に米子市が主体的に対応されているところであ

り、県としてもできることがあれば協力する。 

○ 「国土強靱化地域計画」の策定について 

防災・減災対策及び老朽化対策を講じ、安心・安全

な地域づくりを推進するための指針となる「国土強靱

化地域計画」を早急に策定すること。 

「国土強靱化地域計画」の策定について、当初予算による対応を検討中である。 

 ・県版国土強靱化地域計画（公共インフラ）策定事業 １１，２２２千円 

○ 鉄道の高速化について 

高速交通時代に対応し、地域の発展、活性化を図る

ためには、鉄道の高速化が必要不可欠である。しかし、

 高速鉄道の整備は、大規模災害発生時の代替機能に加え、本格的な人口減少を控えた本県の地域活

性化のためには、重要な課題であり、国等への要望活動を行っている。平成２５年度から国において

実施されている「幹線鉄道の高速化・利便性向上に向けた調査」も踏まえながら、因美線など在来線
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智頭急行線の最高速度は１３０ｋｍ／ｈであるが、因

美線の最高速度は９５ｋｍ／ｈである。 

ついては、因美線の電化や最高速度を上げるための

課題を国やＪＲと協力して調査・検討を行い、事業化

へ向けて努力すること。 

併せて、ミニ新幹線の導入・建設について、検討に

着手すること。 

の高速化、フリーゲージトレイン、ミニ新幹線、フル規格新幹線など様々な選択肢の中で鳥取県にふ

さわしい高速鉄道整備についてＪＲ西日本とともに検討していく。 

 ・山陰新幹線等高速鉄道網のあり方検討事業  ２，５５９千円 

○ 鳥取空港の駐車場について 

鳥取空港の駐車場は満車状態が多いため、駐車の位

置がわからなくなり、利用者が困っている。 

５便化も予定されており、使いやすい駐車場として

利便の向上に努めること。 

 駐車位置の目印となる番号等の標識設置を実施する等、利便性の向上を図っていく。 

○ 不法係留船対策について 

不法係留船は、自然災害等による河川増水の際、流

水に支障を来すことも懸念されるため、不法係留船対

策に万全を期すこと。 

河川環境の保全と治水の安全を確保するため、注意看板の設置などの啓発や移転の推進、所有者不

明船の撤去など、不法係留船対策を進めていく。 

 ・不法係留船対策事業費  １，９７７千円 

○緊○ 浸水常襲地帯への対応について 

塩見川、日野川、法勝寺川等の浸水常襲地帯の防災

工事を早期に完成させるとともに内水被害に備えた排

水対策に万全を期すこと。 

塩見川については、福部町中心地域の床上浸水被害の解消を図るため、国道９号如来橋や箭渓川合

流部の改修を重点的に実施しており、平成２８年度中の完了に向けて、引き続き事業推進を図る。 

日野川支川水貫川については、住宅地の浸水被害を防止するため、現在、必要とする排水施設の規

模算定に向けた調査を実施しているところであり、今後、国とも協議を行いながら必要な対策を検討

していく。なお、対策を実施するまでの間、既存の排水ポンプ、国、県の排水ポンプ車による対応に

より、浸水被害の防止に努める。 

 法勝寺川については、国は流下能力不足を解消するため平成２３年度から河道掘削を実施してお

り、引き続き、事業促進を国に働きかけていく。なお、国は河川整備計画を策定中であり、支川であ

る県管理の小松谷川においても国に合わせて河川整備計画を策定し、治水対策を図っていく。また、

内水被害の解消については、米子市が内水排除計画を策定されることとなっており、今後、国、県の

改修計画と調整を図っていく。 

 ・防災・安全交付金（河川改修）（塩見川）    ６９０，０００千円 

 ・河川安全・安心対策推進事業（改修）（水貫川）  １０，０００千円 

 ・防災・安全交付金（河川改修）（小松谷川）    １０，０００千円 

○ 日野川等における樹木伐採について 

近年、日野川等の川底に雑木が繁茂しており、増水

時の氾濫の危険性が懸念される。流下能力の向上や流

木化の防止等のため、計画的に樹木伐採を行うよう、

 日野川等における樹木伐採については、計画的に行われているところであるが、治水機能が十分に

発揮できるよう、引き続き国に働きかけていく。 



 25 

要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

引き続き、国に働きかけること。 

○緊○ 県民の生活に密着した社会資本の整備について 

県民の生活に密着した道路、河川、海岸、砂防など

必要な社会資本について整備を図ること。 

 人口構造の変化や厳しい財政状況等を踏まえつつ、安全・安心や防災・減災、道路交通の円滑化や

地域の活性化、既存の老朽化対策等の観点から、県民生活に密着した必要な社会資本整備について、

緊急性等を一つ一つ点検し、可能な限り取り組んで行く。 

（17）建設業関連技能労働者の後継者の育成及び技能向上

について 

建設業の鉄筋、大工、型枠等の専門工事業者は経営

状況が非常に厳しく、若い技能労働者を新たに雇用し、

育成することは困難な状況である。 

建設業に専門工事業は絶対的に必要であり、次世代

を担う若い技能労働者を育てるため、農林水産業と同

様に技能労働者の後継者育成制度の創設と専門工事業

を持続するための設備費用の支援を検討すること。 

併せて、建築業関連技能労働者の技能向上を図るた

め、講習会等を充実すること。 

 適切な賃金水準の確保や社会保険等加入徹底の取組みを引き続き進めることにより、就労環境を改

善して若年入職者の確保を図る。 

また、専門工事業者がより良好な経営状況を確保し自ら後継者の育成が可能となるよう、法定福利

費の内訳が明示された見積書（標準見積書）の活用促進や下請取引詳細調査などの下請へのしわ寄せ

防止対策の強化を当初予算で検討している。 

上記の取組のほか、当面の間、専門工事業者が後継者育成へ速やかに取り組むことができるよう、

後継者育成経費（賃金その他経費）の支援を当初予算等で検討している。 

 ・建設技能労働者の労働環境改善と若年者の確保・育成事業 ４，５６４千円 

                     （債務負担行為 ４，８４６千円） 

 

次世代を担う若い技能労働者の育成は、新たに国が創設する「地域人づくり事業」（基金）を活用

し、若年者を期間雇用し、集合訓練や企業実習を実施することにより人材育成を行う事業の創設を検

討している。 

また、設備費用については、若い技能労働者への道具購入の支援を検討している。なお、大型設備

については、低利・長期の融資制度の活用が可能である。 

・（緊急雇用創出事業）若年者等への技能承継推進事業  ４０，３００千円 

・【２月補正】企業自立サポート事業（制度金融費）   制度要求   

・企業自立サポート事業（制度金融費）         １５，８４０千円 ※新制度分のみ 

・【２月補正】信用保証料負担軽減補助金         １，３０３千円  

・信用保証料負担軽減補助金              ２４，９５６千円 ※新制度分のみ 

技能向上のための講習会等については、技能士会連合会を通じて各技能士会が開催する技能研修会

などを引き続き支援する。 

・技能振興事業（技能振興推進事業費補助金のうち技能士会活動経費補助） 

５，０００千円   

（18）鳥取中央病院の機能強化について 

鳥取県立中央病院については、平成３０年度の新病

院の整備に向け、機能強化基本構想を取りまとめ、建

替整備基本計画の策定に取りかかったところである

が、県内で高度医療を担う中核病院として、域内病院

と連携しつつ、高度先進的医療、三次救命救急医療、

 鳥取県立中央病院の機能強化については、先にとりまとめた基本構想において、鳥取県東部保健医

療圏域で他の医療機関では対応が困難な高度・先進的医療、三次救命救急医療、周産期医療、がん医

療、災害医療等の分野において中心的な役割を果たすとともに、中部、兵庫県北部も対象圏域として

高度な医療を提供していくこととしている。 

 現在、この基本構想を踏まえ、建替整備基本計画の策定作業を進めているので、この中で、必要な

施設・設備についても十分検討することとしている。 
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周産期医療、がん医療、災害医療等の分野で中心的な

役割を担うよう、必要な施設・設備の整備に努めるこ

と。 

・県立中央病院建替整備基本計画策定事業 

   基本計画策定委託料 ２７，９６２千円(平成25年11月補正予算、平成26年度債務負担行為) 

 

（19）二巡目の国体・障害者スポーツ大会の開催について 

二巡目の国体・障害者スポーツ大会の開催について、

そのあり方等を検討すること。 

二巡目の国体開催については、県体育協会が昨年競技団体に行ったアンケート結果を踏まえて、今

後、県体育協会や競技団体との意見交換等を行うこととしている。 

今後、二巡目の国体開催のあり方検討が行われるのに歩調をあわせて、全国障害者スポーツ大会の

開催についても検討したい。 

（20）教職員の不祥事の防止対策について 

続発する教職員の不祥事の現状を厳しく認識し、き

め細かな分析を行った上で、実効性のある対策を講じ

ること。 

教職員の不祥事防止のため、平成２５年８月に各所属・県立学校にコンプライアンス推進員を配置

し、研修会等を通じて各所属が主体的にコンプライアンス対策に取り組む体制を整備した。 

 平成２６年度も引き続き研修会を開催するなど、当該推進員の活動を継続的に支援することで内部

統制の強化を図り、不正・不祥事を許さない職場環境の構築に取り組む。 

・教育行政監察業務 １，３３２千円 

（21）県立高校の魅力ある学校づくりについて 

郡部の県立高校は、生徒の減少により、その存続が

危ぶまれている。ついては、地域としっかり連携して

魅力ある学校づくりに努め、全国から生徒が来たくな

るような特色ある学校にすること。 

平成２５年度から平成３０年度までの県立高等学校のあり方については、平成２４年度に策定した

「今後の県立高等学校の在り方に関する基本方針」に基づき具体の検討を行っているところであり、

今年度、日野高校を対象に地域と連携した学校の魅力づくりについて検討している。 

また、平成３１年度以降についても、次世代を担う生徒を育成するための魅力と活力にあふれる本

県高等学校教育のあり方について、県教育審議会に諮問し、県人口や生徒数の減少に対応した高校の

あり方等について審議しているところである。 

今後の生徒減少期にあっても、特色ある取組で全国から生徒を受け入れている他県の先進事例も参

考とするなど、地域との連携も視野に入れながら、教育の質的向上及び魅力や活力のある学校づくり

に努めていく。 

・高等学校改革推進費 １３７千円 

（22）博物館の今後のあり方について 

県立博物館は、建築後４０年以上が経過し、経年劣

化による雨漏り等の建物の老朽化が著しく、また収蔵

庫の収蔵スペースもなくなっており、早急に今後のあ

り方の方向性を打ち出すこと。 

県立博物館は、開館４０年を経過し、施設の老朽化とともに収蔵スペースの狭隘化や駐車場不足の

慢性化など多くの問題があり、根本的なあり方を検討すべき時期に来ている。そのため、平成２６年

度においては、検討委員会を設け、これまでの活動の検証・評価を行うとともに、問題点・将来的課

題の整理を行う。 

また、当面現在の建物を利用する必要があることから、今後の保全整備計画の策定に向けた建物の

劣化状況調査を実施することを検討している。 

・今後の博物館のあり方検討事業         ２，４０４千円 

・博物館運営費（博物館本館劣化状況診断委託） １５，７３０千円 

（23）平成２８年度全国高校総体開催に向けた取組につい

て 

平成２８年８月に中国５県で全国高校総体が開催さ

れ、鳥取県では４競技（相撲・ホッケー・自転車・弓

平成２８年度全国高校総体開催に向け、ホッケー会場の人工芝の張り替えを当初予算で検討してお

り、自転車競技場についても平成２７年度に改修を行うことを検討している。その他の競技施設につ

いても高体連の各専門部や競技団体と協議しながら必要な施設整備等について検討する。 

また、来年度から準備委員会を設置し、大会の開催準備に向けた体制整備を進めることとしている。 
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道）が開催される。 

ついては、全国高校総体の開催に向けて、競技会場

のハード整備、体制の強化等、万全な準備を行うこと。 

・[債務負担行為]県立八頭高等学校ホッケー場人工芝更新事業 １７８，５８１千円 

・平成２８年度全国高等学校総合体育大会開催準備事業      ８，６２２千円 

・平成２８年度全国高等学校総合体育大会特別強化事業      １，８００千円 

（24）２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックに

向けた取組について 

２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックに

向けて、キャンプ地誘致、誘致の可能性のある競技施

設の整備、競技力向上、スポーツツーリズムの推進等

に知事部局と教育委員会が連携し、全力を挙げて取り

組むこと。 

また、現在、スポーツ担当部署が、知事部局に新設

されることを検討されているが、ミッションが十分に

果たせるよう、組織の充実強化を図ること。 

２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックに向け、キャンプ地誘致の推進、強化拠点施設の

環境整備、ジュニア選手の発掘育成、特別支援学校の運動部への支援などについて検討している。 

また、平成２６年度当初組織編制に向けて、学校体育などを除く競技力向上などの業務を教育委員

会から知事部局に移管、再編するとともに、キャンプ地誘致なども含めた組織体制の充実を検討して

いる。 

・集まれ！トップアスリート合宿誘致プロジェクト事業         ５６，７１５千円 

・２０２０東京オリンピック・パラリンピック代表選手育成プロジェクト １０，６１３千円 

  

２ 個別課題への対応について  

（１）大型輸送ヘリコプターの配備について 

日本海を取り巻く緊迫した国際情勢のなかで、不測

の事態への対応について喫緊の課題である。また、近

年、頻発する自然災害への迅速な救助、救難活動にヘ

リコプターによる空輸は、非常に大きな役割を果たし

ている。また、山陰地方は、急峻な地形と冬季の積雪

等、自然的に厳しい地域特性を有することに加え、沿

岸部においては津波被害への懸念も高まっている。 

ついては、日本海側の防衛体制の充実及び大規模災

害初動時の救援能力向上のため、県内への自衛隊大型

輸送ヘリコプター等の配備について、国に働きかける

こと。 

大型ヘリの配備については、平成１７年から繰り返し国に要望してきたところである。 
これを受けて、平成２５年１２月２５日に、防衛省中国四国防衛局から、陸上自衛隊の輸送ヘリ

コプター（ＣＨ―４７ＪＡ）を航空自衛隊美保基地に配備することについて、新たな中期防衛力整

備計画期間中（平成３０年度まで）の適切な時期に、所要の調整を実施すると発表され、本県とし

ては、引き続き国に対して早期配備を要望するとともに、関係機関等と協調して確実に配備される

よう調整を進めていきたい。 

（２）聴覚障がい者に対する防災体制について 

災害が起きた時、一般的には防災無線で避難を呼び

かけるが、聴覚障がい者は、音声による広報では内容

把握ができず、避難することが困難なケースがあるた

め、目でわかる防災無線等、視覚的に情報を入手でき

る環境の整備について、検討すること。 

住民への避難勧告・指示など緊急情報の伝達は市町村が主体的に担っており、県内市町村では情報

伝達の体制整備として防災行政無線の整備率１００％となっている。聴覚障がいのある方に対して

は、ファクシミリや携帯電話の電子メール（緊急速報（エリア）メールを含む）を活用した連絡や、

近隣に住むボランティア等が訪問を行うことにより、迅速で確実な情報伝達体制の確立に努めるよう

働きかけている。  

平成１７年からは市町村が避難勧告等を発表した際には放送事業者の協力を受けテレビを活用し

たテロップ（文字）放送も行っている。さらに、新たなシステムとしてデジタルサイネージ（防災行

政無線等の情報の電光表示板）の導入も市町村に働きかけていきたい。 
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 なお、県としては、市町村による主体的な情報伝達を補完するものとして、聴覚障がいのある方

を含め、あんしんトリピーメール、とりったー（ツイッター）、とりネットＨＰ（携帯電話版含む）

のほか、今年度末に構築する鳥取県災害情報システムにより、来年度から公共情報コモンズ（(一

財)マルチメディア振興センターが運用）を活用して、テレビ、ラジオ等のメディアとの協力・連

携を通してデータ放送、テロップ（文字）放送又は読み原稿等利用により県民へ情報伝達すること

としている。 

 また、聴覚障がい者は、悪天候時など自ら積極的に災害情報を入手することが大切であるが、情報

を受け取りにくいという面があり、迅速に避難所への避難ができないことが懸念される。 

 こうした事態を避けるためには、早い段階での隣近所による声かけ、安否確認が重要となり、日頃

から自治会に加入したり、地域の避難訓練に参加したりするなど、近隣住民との関係性を深めておく

ことが大切である。 

 市町村においては、災害時における要支援者対策として障がいのある方への個人避難支援計画の作

成に努められているが、まだまだ十分ではない状況である。県としても、市町村に個人避難支援計画

の作成の促進、支え愛マップづくりなど住民が迅速に避難できる体制の整備への障がいのある方など

の参加等について働きかけたい。 

 また、障がい者団体等が実施する「自助」の意識醸成を図ることを目的とした防災学習会等への支

援について当初予算において検討しているので活用していただきたい。 

・みんなで支え愛！災害時要支援者対策推進事業   １６，３００千円  

 

（３）北朝鮮による拉致被害者の早期帰国の実現及び調査

について 

拉致被害者として政府認定された米子市出身の松本

京子さんについての情報収集・早期帰国の実現に向け

て全力で取組むとともに、拉致の疑いがある古都瑞子

さん、矢倉富康さんについて調査の徹底を国に対し、

引き続き働きかけること。 

拉致被害者・松本京子さんに関する情報収集や早期帰国の実現については機会を捉えて内閣府等関係省

庁に要請を行っており、その他の拉致の疑いのある方々についても同時に調査の徹底を働きかけている。 

（県単独での要請 ５回、全国知事会での要請 １回） 

今後も引き続き、国への要請を行うとともに、帰国に向けた機運醸成を図るため、国民のつどいや拉

致問題人権学習会などによる意識啓発や署名活動への協力、帰国後支援体制の構築等、早期帰国の実現

に向けて関係機関と連携、協力して取り組むこととしている。 

 北朝鮮による拉致被害者等帰国後支援事業  ４，１５９千円 

 

併せて、内閣府が制作した日本人拉致問題啓発アニ

メ「めぐみ」を人権教育の教材として、積極的に活用

すること。 

学校教育における人権教育の教材として、拉致問題啓発アニメ「めぐみ」ＤＶＤの積極的な活用を

進める。 

なお、関係市町村等と連携を図り、拉致問題に対する理解を深めるための県独自の学習指導資料等

を作成する。 

（４）教習用自動車に係る自動車税の課税免除について 

以前、全額免除であった指定自動車教習所における

教習用自動車に係る自動車税は、平成２０年４月１日

自動車税の課税免除制度については、税負担の公平性確保の観点から、平成１８年度に制度全般

について抜本的な見直しを行い、自動車学校等の教習用自動車に係る自動車税については、平成２

０年度から営業用車両並課税としているところである。今後、消費税１０％時に向けて、新たな車



 29 

要望項目 左 に 対 す る 対 応 方 針 等 

から、営業車並みの税率課税となっているが、このよ

うな課税措置は、全国的に稀である。 

指定自動車教習所が有する社会的役割や教習用自動

車の教材としての位置づけ等を踏まえ、教習用自動車

に係る自動車税課税について、見直しを行うこと。 

体課税のあり方が国において検討されていることから、それが明らかとなった時点で、現行の免除

制度全般について検証を行い、必要であれば見直すことを検討したい。 

（５）マイナンバー制度導入に係る支援について 

マイナンバー制度導入に係る市町村の負担が軽減す

るよう、国に働きかけること。 

番号制度は、国家的な情報基盤であることから、制度導入に伴うシステムの構築及び改修に係る

経費については、全額国負担を行うよう平成25年7月31日、11月15日及び12月19日に国へ要望を行

ったところである。 

 また、システムの維持等の運営にあたっても、財政負担を最大限縮小するよう、引き続き国に働

きかける。 

（６）私立高等学校等の耐震化に対する支援について 

私立学校の生徒の安全確保を図る上で、校舎等の耐

震化を促進する必要があるが、県内の私立学校は財政

的基盤が脆弱であり、設置者負担が膨大な耐震工事に

着手できていない現状がある。 

ついては、私立学校における早期耐震化を図るため、

改築補助率を引き上げること。 

県立高校や全国私学と比べて耐震化が遅れていることから緊急的に校舎等の耐震化を促進するた

め、改築事業及び耐震補強事業に関する補助率の引き上げを当初予算において検討している。 

【補助率の引き上げ案】・・・関係助成条例を改正予定 

 改築・・・現行：１／２ 

改正：２／３（Is値０．３未満は国庫補助（1／3）を充当） 

 補強・・・現行：Is値０．３未満は２／３、Is値０．３～０．７未満は１／２ 

       改正：Is値０．７未満はすべて２／３ 

 ・鳥取県私立高等学校等改築事業補助金（制度要求） 

 ・鳥取県私立高等学校等大規模修繕等促進事業補助金（制度要求） 

（７）私立中高一貫校に対する支援について 

県内の私立中高一貫校は小規模校であるため、特に

中学校は、コストが割高になっている面がある。 

ついては、私立中高一貫校に対する支援を充実する

こと。 

生徒単価・学校単価は、中高それぞれの実績額、法令所定の教職員数等から学校運営に係る費用を

積算し算出しているため、異なる単価となっている。 

 学校規模が小さく運営コストが割高な実態をより反映し、消費税増税分も考慮した補助単価となる

よう、新年度からの単価見直しを検討している。 

 ・私立学校教育振興補助金（中学校・一般分） １３２，８１４千円 

（８）三徳山を世界遺産に登録推進運動について 

三朝町を中心に平成１３年度から三徳山の世界遺産

登録に向けた運動を官民挙げて展開しており、継続審

議となっていた世界遺産登録暫定一覧表追加記載の提

案書を再提出しているところである。このたび文化庁

での調査・審議の結果はカテゴリーⅡに該当する結果

となっているが、資産としての価値は高いと評価され

ている。 

ついては、三徳山の世界遺産登録に向けた取り組み

 三徳山の世界遺産登録に向けた取組への支援については、文化庁より顕著な普遍的価値を説明する

ための調査研究の推進や保全管理に対する取組が必要と指摘されているところであり、町が取り組む

調査研究を県教育委員会がバックアップするほか、保全管理への支援、中部市町と連携した情報発信

を引き続き実施していく。 

 ・未来に引き継ごう！県民の歴史資産「三徳山」調査活用推進事業  ３，４４９千円 
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を引き続き、支援すること。 

（９）鳥取市医療看護専門学校（仮称）の支援について 

鳥取市医療看護専門学校（仮称）の支援のあり方に

ついて検討すること。 

鳥取市医療看護専門学校（仮称）の支援については、既に看護師養成施設の整備に対する国庫交付

金約１７３百万円を確保しており２月補正での予算化を検討している。 

一方、平成２６年１月１０日に学校の設置者である大阪滋慶学園から県知事及び県議会議長に対し

学校建設等に対する１５０百万円の支援要望があった。 

要望のあった支援の必要性等について、今後、議会のご意見を踏まえつつ内容をよく精査して検討

したい。 

・【２月補正】看護師養成所施設整備事業    １７３，４８７千円 

（10）依存症の相談機能の設置について 

アルコール、薬物、タバコ、ギャンブル等の依存症

に悩んでいる人たちが多くいる。依存症は病気であり、

この病気を理解し、具体的な解決方法を知ることで救

われる人も多い。 

現在、県保健所で相談業務を行っているが、実際に

この病気から立ち直った人達が相談を受けることで適

切な解決方法を見つけることができると思われること

から、このような相談機能の設置を検討すること。 

依存症から立ち直った人達が対応する相談機関としては、アルコールは断酒会、薬物はダルクがあ

る。また、タバコについては医療機関において回復に向けた医療が提供されている。 

保健所や精神保健福祉センターにおいては、依存症への相談対応を行うほか、必要に応じて当事者

支援グループを案内するとともに、断酒会の活動をホームページで紹介したり、ダルクへ運営経費の

補助を行うなどその活動を支援しており、平成２６年度もダルクへの運営経費支援を継続して行い、

相談体制の充実や薬物依存症者の社会復帰の促進を図ることを当初予算において検討している。 

さらに、アルコール・薬物等による健康被害の正しい普及啓発活動を行う目的で様々な依存症に関

する複数の自助団体が協同して開催するフォーラムに経費の助成を行うことについて、当初予算にお

いて検討している。 

・アルコール・薬物依存症支援対策事業（薬物依存症リハビリ施設助成モデル事業補助金、「アデ

ィクション・フォーラムin鳥取（仮）」の開催支援）    ２，４５９千円 

 

（11）鳥取県社会福祉協議会のあり方について 

県社協については、市町村社協との連携を強化すべ

き、法人運営の透明性を高めるべきなど、様々な意見

を伺っている。 

地域福祉の推進と福祉社会の創造という基本理念を

県内の社会福祉協議会が一丸となって実現すべく、県

社協に対して、市町村社協の意見を尊重し連携強化を

図るとともに、県社協の運営のあり方について検討す

るよう、指導・監督すること。 

平成２５年度から県社協に対する安定的な財政支援として交付金制度を導入し、正規職員を中心

とした組織体制の強化を図るとともに、知識やノウハウを蓄積できる正規職員の増加により専門性

や企画立案能力の向上に向けた支援を行っている。 

また、県社協においては平成２５年度から交付金制度の導入効果等について外部の有識者で構成

する検証委員会の中で事業評価を行うとともに、市町村社協との会長トップミーティングや若手職

員との圏域別意見交換会など開催しながら、県社協が本来行うべき事業の見直しや市町村社協との

連携の強化に努めている。 

今後も県社協に対し交付金による安定的な財政支援を行いながら、県社協と市町村社協が信頼関

係を構築し、両者の連携により地域福祉を推進する基盤整備を積極的にサポートするとともに、引

き続き必要な助言・指導を行っていく。 

・鳥取県社会福祉協議会活動費交付金     ２３８，５７６千円 

○緊（12）社会福祉法人の指導・監督体制の強化について 

社会福祉法人による不適正な事務処理が相次いで

いることから、再発防止に向けて、現場確認など積

社会福祉法人の監査については、平成２１年９月に判明したあすなろ会の不適正な会計処理を踏ま

え、監査が適正かつ効果的に行われるよう組織体制の見直しを順次進め、監査体制の強化に努めてき

た。 
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極的な検査の実施、関係部局の連携強化など、指導・

監督のあり方について再度検討を行うこと。 

あすなろ会の案件以降、４年間で不適正な会計処理等が認められた４法人に対して改善措置命令を

発出して厳正に対応（うち、一法人には二度）したが、こうした体制強化が不適正事案の解明につな

がったと考えられる。 

また、平成２５年７月からは、対象事業の内容が複雑で複数部局に関係する場合など、特に必要が

あると認められる事案については、総務部行政監察・法人指導課が全庁を統轄して指導監査を行う体

制を構築し、関係部局が連携して対応に当たっている。 

さらに、複数の補助金を利用して補助事業が実施される場合に、補助金を所管する関係部局間で情

報共有を図ることのほか、検査体制のあり方などについて検討を行っている。 

なお、書面監査のみでは一定の限界があることから、実際の現場で物品納入の実態や施設整備の状

況について現場確認するなど、監査の実効性を高めるよう努めることとしている。 

本来、社会福祉法人は、自主的に経営基盤を確立して内部チェック機能を強化し、内部統制の推進

などコンプライアンス確立が求められるものであり、引き続き、不適正な事務処理が行われていない

か厳格にチェックするとともに、不適正な事務処理を起こさない仕組みづくり、未然防止について、

助言・指導を行っていく。 

（13）重度心身障がい児・者への支援について 

家族負担軽減等のための支援やリハビリを受けられ

る環境の整備を進めること。 

併せて、重症者の日中活動支援（デイサービス利用

等）は、利用人数や設備の関係、人材・財源の確保等

の課題があり、その受入体制が進まない状況があるた

め、重度心身障がい児・者の日中活動の場となる拠点

の整備拡充を図ること。 

重症心身障がい児・者及びその家族の負担を軽減するとともに、より地域で安心安全に生活するた

めに必要な医療型ショートステイ事業の整備（病床の確保）や福祉サービス事業所への理学療法士の

派遣によるリハビリ支援等の環境整備について、当初予算において検討している。 

併せて、受入れ体制の整備推進のために、重症心身障がい児・者を受け入れる事業所に対する職員

の資質向上研修、運営費助成、施設整備拡充策により、重症心身障がい児・者の地域生活の一層の充

実を図ることについて、当初予算において検討している。 

・重度障がい児者医療型ショートステイ整備等事業   ６７，８９８千円 

・重度障がい者地域リハビリテーション促進モデル事業   ３，９０６千円 

・障がい児・者事業所職員研修事業        ２５１千円 

・重度障がい児者支援事業      ４５，２０２千円 

 

（14）障がい児加配保育士配置に係る補助制度の見直しに

ついて 

個別支援が必要な子どもの保育所入所の増加に伴

い、加配保育士配置人数も増加しているため、補助率

等の加配保育士配置に係る補助制度の見直しを検討す

ること。 

障がい児保育については、発達障がいなど、保育に特別に配慮しなければならない子どもが増えて

いる現状を踏まえ、障がいの程度にかかわらず、市町村が保育士を配置している場合に県が補助する

こととしている。更に、どのような支援が必要か、市町村の意向を聞いて、検討したい。 

・保育サービス多様化促進事業（障がい児保育、重度障がい児保育事業） １５８，１５３千円  

○緊（15）グループホーム・ケアホームのスプリンクラー整

備について 

重度障がい児・者向けのグループホーム・ケアホ

平成２７年４月１日施行の消防法令の改正によりスプリンクラーの設置が義務づけられるグルー

プホーム・ケアホームの範囲が拡大するが、現在、総務省において基準省令を検討中であり、県内の

施設にどの程度影響があるのか不明である。 
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ームのスプリンクラー整備について、国の補助制度

の変更により、施設設置者の負担が増えているため、

県が補助制度を創設し支援すること。 

詳細が分かり次第、国の社会福祉施設等耐震化等整備事業を活用した重度障がい者向けのグループ

ホーム・ケアホームのスプリンクラー整備について、対応を検討する。 

（16）肢体不自由児者父母の会連合会に対する支援につい

て 

平成２６年度に本県で開催される第４５回中国・四

国ブロック肢体不自由児者父母の会連合会（鳥取大会）

に対して支援を行うこと。 

第４５回中国・四国ブロック肢体不自由児者父母の会連合会（鳥取大会）の開催に係る経費の助成

について、当初予算による対応を検討している。 

・第４５回中国四国肢体不自由児者父母の会連合会鳥取大会開催助成事業 ２００千円 

（17）訪問看護の充実について 

地域においては、新たに在宅での看取りなど、在宅

医療が大変重要なものになっている。中でも訪問看護

の役割は大きく、業務内容も多岐で高度なものになり、

ニーズはますます高まっているが、従事する看護師の

数が少ないことが深刻な問題となってきているため、

訪問看護師に対する支援を充実すること。 

訪問看護に従事する看護師の養成、資質向上の目的で開催している「訪問看護職員養成講習会」に、

平成２５年度からｅ－ラーニング（インターネットを利用した自宅等での講義受講）を導入し、受講

の負担を軽減し、受講者増加を図っている。 

なお、介護分野においても訪問看護の役割は高まっており、平成２３年度から訪問看護の取組を支

援する事業を展開し、県看護協会に委託して訪問看護コールセンターを開設するなど体制強化を図っ

ている。加えて、中山間地における訪問看護普及対策のため、民間の訪問介護ステーションのサテラ

イト施設を設置することについて、当初予算において検討している。 

・ナースセンター事業（訪問看護支援事業）      ２，８５２千円 

・訪問看護普及支援事業       １８，３００千円 

 

（18）認定看護師、専門看護師の処遇改善について 

現場に復帰した認定看護師、専門看護師がその知識

や技術を十分に生かした活動ができるよう、適正な処

遇を県内各施設等に対し指導を行うこと。 

認定看護師、専門看護師の活動の場等については各医療機関の適切な判断により確保されることが

らであると考えるが、近年、医療機関が所属看護師を認定看護師の資格取得のための養成コースに派

遣する際の費用の一部を県が支援する認定看護師養成研修受講補助事業等の活用が活発となってき

ていることからも、医療機関の認定看護師等の活用に係る認識が高まってきていると考えている。 

県としては引き続き認定看護師養成研修受講補助事業の実施により県内の看護現場における看護

ケアの広がりと質の向上を図っていきたい。 

・医療再生基金事業（認定看護師養成研修受講補助事業） １１，２５０千円 

・認定看護師養成研修事業（認定看護師養成研修受講補助事業）  ７，５００千円 

（19）病児保育の可能な保育施設の設置について 

院内保育・病児保育の整備が、看護師の確保・定着

を図る上、大きな要素となっているが、訪問看護ステ

ーションに勤務する看護師には市立・私設の保育機関

しかなく、その数も限られている。働きたい意志を持

つ看護師の労働環境を整える条件の一つともなる保育

施設の充実を図ること。 

県では、保育の実施主体である市町村を通じて病児・病後児保育施設の運営費助成を行っている

ほか、さらに認可外保育施設が病後児保育を実施する場合の運営費及び施設改修・備品整備に対す

る単県補助についても、当初予算による対応を検討している。引き続き、これらの制度を活用して、

保育施設の充実を推進していく。 

・保育所に対する総合支援事業（病児・病後児保育事業） ６９，２２６千円 

・病児・病後児保育普及促進事業          ２，９４４千円  

・看護職員等充足対策費（病院内保育所運営費補助事業） ２２，８３４千円 

・鳥取県地域医療再生基金事業（病院内保育所運営費補助事業）  ６，２４３千円 
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（20）小児医療制度の見直しについて 

地方単独事業のうち、小児医療費助成などによる子

どもを生み育てやすい環境づくりの推進については、

本来、国の責任において実施されるべきものであるた

め、国の医療制度として小児医療費助成を実施するよ

う国に働きかけること。 

小児医療費については、平成２３年１２月２９日に開催された「国と地方の協議の場」において、

社会保障4分野の地方への配分が合意された中で、地方単独事業に整理されているが、子育て家庭の

経済的な負担の軽減を図るため、子どもの医療費助成制度を創設するよう、全国知事会を通して、平

成２５年８月８日に国へ働きかけを行ったところであり、今後も、引き続き働きかけを行っていく。 

（21）岡山大学病院三朝医療センターの存続等について 

岡山大学病院三朝医療センターは、入院機能は休止

されたものの、外来診療は継続されているところであ

るが、医師の減員から、今後の外来診療の継続が困難

となるのではないかとの危惧もあることから、同セン

ターの診療機能の維持・存続を引き続き岡山大学・国

に働きかけること。 

今年度も７月３１日に国へ要望活動を実施したところであり、現在のところ、外来診療体制移行時

の職員体制等は維持されているところである。 

今後も、三朝医療センターの存続及び同センターの医療機能と同大学の地球物質科学研究センター

の物質科学の研究が連携し、温泉医療研究の新たな発展を期する構想が確実に実施されるよう、三朝

町等関係者と連携をとりながら、岡山大学や国に働きかけていく。 

併せて、同大学の地球物質科学研究センターが構想

している物質科学研究と医療分野が融合した事業が着

実に実施されるよう、岡山大学・国に働きかけること。 

 

（22）後期高齢者保険料の特別徴収について 

後期高齢者保険料は特別徴収（年金徴収）による納

入が原則であるが、年度中途での保険料の減額等が発

生した場合は、特別徴収が中止され、普通徴収に切り

替わることとなっている。このように特別徴収と普通

徴収が混在することにより、被保険者が混乱され、ト

ラブルに発展するケースがある。 

ついては、市町村の徴収事務に支障の来すことのな

い制度とするよう、国に働きかけること。 

特別徴収と普通徴収が混在することによる被保険者が混乱されていることについては、全国後期高

齢者医療広域連合協議会からも、この問題についての解決を厚生労働省に求めている。 

県としても鳥取県後期高齢者医療広域連合ともよく話し合って、国に要望するか検討したい。 

（23）保育園児広域入所に係る保育士加配について 

現在、広域入所に際して支払われる運営委託費は、

加配の対象ではない児童を想定しており、加配保育士

にかかる費用が想定していない。このような場合、加

配保育士に対する費用負担は当該市町村間の話し合い

によって決められており、公平な保育支援が困難な状

況にある。 

ついては、加配保育士にかかる運営委託費の取扱に

広域入所については、関係する市町村間で調整を行っているところであり、委託費についても市町

村間で取り決めていただくのが適切だと考えている。 

なお、加算保育士に係る運営委託費の取扱いについて、具体的な共通の基準の提案があれば、市町

村とその必要性も含め話し合ってみたい。 
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ついて、市町村間の共通基準を設けるよう、検討する

こと。 

（24）がん対策について 

鳥取県のがん死亡率は、全国平均と比較すると、恒

常的に高い傾向にあることから、早急かつ効果的にが

ん死亡率を減少させる取り組みを強化推進させるこ

と。 

がん死亡率減少のためには、本県がん死亡率の高さに関連の深い肝臓がん予防の対策のほか、がん

の予防、がんの早期発見（検診受診率向上）、がん医療水準の向上、がん登録の推進など、総合的な

がん対策に取り組むことが重要であり、がん対策の強化推進について、当初予算において検討してい

る。 

・がん対策推進事業      １２９，８４０千円 

・肝臓がん予防戦略事業       １，５６１千円 

・がん情報発信事業        １，１５２千円 

・生活習慣病検診等精度管理委託事業    ２１，０７９千円 

 

（25）専任教員の養成の強化について 

医療と看護は社会の変化に伴い急速に変化してい

る。その変化に対応できるよう専任教員の養成者を増

員し、臨床と教育の現場を数年で交代する体制を整備

すること。 

看護専任教員については、有資格者数に余裕が無い状態が続いている。このため、鳥取大学大学

院に働きかけ、大学卒の看護師が専任教員となるために必要な単位が取得可能な体制を平成２５年

度からとっている。また、一般的な資格取得の方法である中国地区での教員養成講習会について、

本県受講者枠が一定数維持できるよう中四国各県と調整を行い、平成２６年度は本県分として４名

の枠を確保したところであり、引き続き専任教員を計画的に養成していく。 

・鳥取県地域医療再生基金事業（看護教員養成支援事業）  ２２，５８０千円 

 

（26）生活習慣病対策について 

本県は、「健康づくり文化創造プラン」を策定し、

その推進を図っているところであるが、依然として朝

食の欠食、塩分の摂り過ぎ、不規則な生活、偏った食

事等による生活習慣病の発生は全国に比して多発傾向

にあり、これらの基盤として「食」が深く関わってい

る。 

このような状況の中で、県民の一人ひとりが生き生

きと元気で幸せに暮らすためには、子どもの時から生

活習慣の改善や食環境の整備等が重要であるため、生

活習慣病予防のための栄養改善事業及び子どものため

の食育教室事業の充実・強化を図ること。 

併せて、生活習慣病等の予防のため、ウォーキング

の普及啓発をはじめとした健康増進事業をさらに推進

すること。 

生活習慣病の予防のためには、日々の生活の中でバランスのよい食生活や運動習慣の定着に努める

ことが重要であり、現在、一次予防を中心とした施策を展開している。 

具体的には、栄養士会や食生活改善推進員連絡協議会と連携した地域での栄養教室や食育教室の開

催、各圏域での幼児のクッキング教室の実施など、日々の食生活の大切さを普及啓発している。 

携帯電話で歩行距離が記録できる「とりっぽ」の活用により楽しみながらウォーキングに取り組ん

でいただくとともに、ウォーキング大会の新規実施や大会の拡充を支援するなど、県民がウォーキン

グに取り組みやすい環境の整備を推進している。 

また、生活習慣病等の総合的な予防のため、先進的な栄養改善の取り組みを行う講師による栄養士

等を対象にした減塩教室スキルアップ研修会や各種健康づくりメニューを取り入れた健康マイレー

ジ事業について当初予算において検討している。 

・栄養改善指導事業費            ６，０３１千円 

・食育地域ネットワーク強化事業      ４，０９７千円 

・「食の応援団」支援事業          ４，８５５千円 

・ウォーキング立県とっとり事業      ６，３１５千円 

・鳥取県健康マイレージ支援事業    ７，４２９千円 
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（27）介護予防給付の地域支援事業への移行等について 

要支援者の介護予防給付（訪問介護・通所介護）が

地域支援事業に移行すること伴い、市町村に過度な財

政的負担が生じないよう、国に働きかけること。併せ

て、介護保険制度が将来にわたって、持続可能な安定

した制度となるよう、国に働きかけること。 

市町村事業への移行に関して、県、市町村の負担増とならないよう、従来、要支援者に対し行っ

てきた国負担相当額を今後も確保することについて、昨年１１月に国要望を行った。 

また、高齢化の進展に伴う要介護者の増加により保険料負担はますます増える見込みだが、介護

保険制度が安定的に継続できるため、低所得者対策とともに保険者が主体的にサービス配置を行え

る仕組みを整えるよう、併せて要望した。 

今後も、国の具体的な制度改革の内容を注視し、国に声を挙げていきたい。 

 

（28）町福祉事務所の支援について 

県から移管された福祉事務所は、生活保護業務等、

様々な事案への対応が必要であるが、経験がまだ乏し

くこともあり、困難事例や事務所判断時の対処に困る

ことケースがある。 

ついては、町の福祉事務所を十分に機能させていく

ため、引き続き、支援すること。 

生活保護業務の適正実施に向けて、町村福祉事務所における実施体制が定着し、質の確保･維持

が図られることが必要であり、東部(本庁)及び西部に監査要員として支援スタッフを配置し、必要

に応じて福祉事務所を訪問して助言等を行っている。 

具体的には、事務監査時の指導助言のほか、照会への対応、圏域ごとの定例研究会への参加、福

祉事務所への訪問指導など、継続して支援を実施していくこととしている。 

また、県の就労支援専門員（中部、西部福祉事務所）についても、平成２６年度も継続して配置で

きるよう当初予算において検討している。 

・被保護者自立（就労）支援事業     ７，００３千円 

（29）母子・父子家庭等就労に対する支援について 

昨今、社会・経済が混迷する中、特に母子・父子家

庭をとりまく雇用環境は依然、厳しく、一人で子育て

と生活を支える母子家庭等にとって、日常生活の経済

的格差が生じている状況にある。 

ついては、母子・父子家庭及び寡婦の安定した就業

を確保するため、職業能力の開発促進や就労に関する

相談の充実強化を図ること。 

母子・父子家庭等に対する就労支援については、県、各市及び福祉事務所設置町村において、職業

能力開発のための教育訓練講座を受講した者に対する受講費用の一部支給（自立支援教育訓練給付金

事業）や、看護師や保育士など就職に役立つ資格の取得を促進するための養成機関での修業期間中の

生活費の負担軽減のための給付金の支給（高等技能訓練促進費等事業）などを実施している。 

なお、高等技能訓練促進費等事業については、国制度では修業期間の２年間が支給対象期間となっ

ているが、県単独で３年目以降を支給対象期間とするよう当初予算において検討している。 

また、県、各市及び福祉事務所設置町村にひとり親家庭からの就労等に関する相談に対応する専門

の相談員「母子自立支援員」を配置しており、就労に関する相談も含めて、ひとり親家庭の様々な相

談に対応している。 

・母子家庭等自立支援給付金事業    ５，４００千円 

・母子自立支援員設置費      ５，４０４千円 

（30）母子寡婦福祉研修大会に対する支援について 

平成２６年度に本県で開催される中国・四国地区母

子寡婦福祉研修大会に対する支援を充実すること。 

一般社団法人鳥取県母子寡婦福祉連合会が開催する母子寡婦福祉研修大会に対して、例年支援して

いるところであるが、平成２６年度は中国・四国地区母子寡婦福祉研修大会を兼ねて開催されること

を踏まえた支援について、当初予算において検討している。 

 ・ひとり親家庭等福祉対策費（母子寡婦研修大会経費）  １，０００千円 

（31）民生児童委員の門標作成に対する支援について 

自宅玄関に掲げることで、民生委員・児童委員であ

ることを示す門標は、これまで一部市町村のみで作成

されていたが、門標がない市町村では、委員の家がわ

民生委員・児童委員は、地域住民の立場に立って相談に応じ、必要な援助を行うなど、地域のつ

ながりが希薄化する中で、その役割はますます重要性を増している。 

しかし、民生委員・児童委員に対する地域住民からの認知度不足という現状があることから、地

域の相談者と民生委員・児童委員とをつなげ、活動しやすい環境をつくるために、門標作成への支
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からないために相談者が帰ってしまうというケースも

発生している。また、作成している市町村でも引き継

ぐごとに門標が劣化している状況にある。 

ついては、民生児童委員協議会が行う全県で統一し

た門標作成に対して支援すること。 

援について、当初予算において検討している。 

・民生委員費（門標作成費）         ４２２千円 

（32）太陽光発電システム導入支援補助金について 

国においては、太陽光発電導入支援補助金を今年度

末で終了するとのことである。グリーンウェイブをさ

らに推進するためにも、住宅用及び非住宅用太陽光発

電システム導入に係る補助金について、今年度並みの

予算額を確保すること。 

住宅用及び非住宅用太陽光発電システムの導入拡大を引き続き支援することとし、最近の設備単価

を見込んで修正した補助単価で平成２５年度と同様の件数規模の支援を検討している。 

・エネルギーシフト加速化事業（住宅用太陽光発電導入促進補助金）   １８２，０００千円 

（非住宅用太陽光発電システム導入支援） ９０，０００千円 

○緊（33）耐震改修補助の拡充、貸付制度の創設について 

耐震診断補助については予算案が提案されたが、

耐震改修への支援については方針が示されていない

が、民間事業者等をどのように支援していくのか早

期に提示すること。 

さらに、耐震改修における民間負担は国の補助の

嵩上げがあっても大変大きい。これら対象施設の多

くは大きな雇用を抱えており、このことを勘案し、

県が改修資金を直接貸し出す制度を検討すること。 

また、都道府県が指定する防災拠点の建築物や地

方公共団体が指定する避難路沿いの建築物なども指

定すれば耐震改修助成の対象になる。地元自治体と

連携を取りながら積極的に指定し、この支援制度に

のせるよう検討すること。 

耐震改修に係る支援については、当初予算において、大規模建築物は国１／３、県１／６、市町

村１／６、所有者１／３のスキーム、一般建築物は国１１．５％、県５．７５％、市町村５．７５％、

所有者７７％のスキームで負担することを検討している。 

また、避難路沿い施設や防災拠点施設等の指定方針については、今後、その施設が立地する市町

村と協議したい。 

・住宅・建築物耐震化総合支援事業（震災に強いまちづくり促進事業）１８５，２６１千円 

なお、耐震改修にも利用可能な超長期の設備資金を創設することを２月補正及び当初予算で検討し

ている。 

・【２月補正】企業自立サポート事業（制度金融費）      制度要求 

・企業自立サポート事業（制度金融費）    １５，８４０千円 ※新制度分のみ 

・【２月補正】信用保証料負担軽減補助金     １，３０３千円 

・信用保証料負担軽減補助金         ２４，９５６千円 ※新制度分のみ 

（34）微小粒子状物質（ＰＭ２．５）への対応について 

大陸からのＰＭ２．５等の大気汚染の影響を軽減す

るため、中国等関係国に対して、大気汚染の発生抑制

の抜本的な対策を取るよう国に要請するとともに、北

東アジア環境保護機関実務者協議会等を活用し、関係

国と積極的に協議を行い、実効性のある対策を進める

こと。 

中国等関係国に対してＰＭ２．５等の大気汚染の発生抑制の抜本的な対策を講じるよう働きかける

ことを平成２５年４月、８月、１２月に国に対して要望したところであるが、引き続き要望していく

こととしている。 

また、平成２５年１０月３０日にロシア沿海地方ウラジオストク市で開催された北東アジア環境保

護機関実務者協議会において、ＰＭ２.５については地域共通の課題として対策実施に向けた情報交

換等の取組を呼びかけたところであり、来年度以降も引き続き情報交換等に努めていく予定である。 

 

（35）中海の治水及び水質改善について 

中海の治水及び水質改善については、島根県、関係

中海の治水対策及び水質改善については、｢中海会議｣などで国・県・市等の関係機関が連携し、調

整を図りながら、取り組んでいるところである。 
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機関とともに着実に取り組むこと。 [治水（湖岸堤整備等）] 

湖岸堤短期整備箇所の整備促進並びに浅場造成、植生帯の復元等の河川環境整備を促進するよう、

国に働きかけていく。なお、湖岸堤整備について、短期整備箇所に続き短中期整備箇所も順次前倒し

て着手できるよう、国と県が連携して関係機関との調整や、整備方針の検討等に取組んでいく。 

・米子港湖岸堤整備方針策定事業 ８，０００千円 

[水質改善] 

米子湾の流動等の調査、全域の底質の環境調査による水質汚濁要因解明のための調査や、海藻刈り

による資源循環システム構築等の水質改善に資する取組を関係機関で実施している。平成26年度は、

新たに第６期水質保全計画策定に着手するとともに、これまでに得られた調査結果等を基に、両県を

はじめ関係機関と連携しながら、より一層の水質改善の取組を進めていきたい。 

 ・県内三大湖沼の浄化対策推進事業のうち中海分 ２１,７６２千円 

（36）空き家対策について 

本県は、全国的に見て空き家率が多く、県内各地で

空き家の問題が顕在化している。老朽化した空き家は

倒壊等による危険性のみならず、景観や地域の防災・

防犯、環境等、多くの問題を発生させる要因となって

おり、市町村はその対策に苦慮しているため、市町村

が行う空き家対策の取組を積極的に支援すること。 

平成２４年１２月に鳥取県空き家対策協議会を設立し、県と市町村との役割分担等について連

携、協議してきた結果、これまでに３市町が空き家対策条例を制定し、さらに今年度中には６市町

が制定する予定であるなど、市町村独自の対策が進みつつある。市町村に対する支援策として今年

度から実施している空き家に係る調査や活用計画の策定に係る費用に対する助成制度を来年度も

継続するよう検討しているほか、危険空き家の除却や利活用には国の助成制度も引き続き活用が可

能である。今後も協議会等を通じて市町村と連携し、必要に応じて支援策を検討する。 

・空き家対策支援事業  １０，０００千円 

（37）「三徳山・小鹿渓」国立公園編入への支援について 

三徳山・小鹿渓周辺には広大な自然が広がり、その

自然が織りなす特徴ある地形や、国の天然記念物であ

るオオサンショウウオをはじめとする数多くの貴重な

動植物が確認されていることからも、その自然環境は、

生物多様性保全の観点からも極めて重要な区域となっ

ている。 

ついては、三徳山・小鹿渓の自然環境保護・保全と、

その適切な利用を図りながら将来に引き継いでいくた

め、三徳山及び小鹿渓一帯が大山隠岐国立公園に編入

されるよう、引き続き、国に働きかけること。 

三徳山・小鹿渓一帯の大山隠岐国立公園への編入については、三朝町主催で編入推進協議会を設立

し、県と民間が一体となって気運醸成の取組を進めている。 

「三徳山」については、環境省が植生分布の特殊性、希少性を高く評価しており、大山隠岐国立公

園編入に向けて、平成２６年１月２７日開催の中央環境審議会での諮問、答申を踏まえて３月末の官

報告示をもって国立公園に指定する見込みである。 

なお、３月８日に、倉吉未来中心で国立公園指定記念シンポジウムを計画しており、これを契機に

国立公園三徳山のさらなる魅力の創出・発信に努めていく。 

小鹿渓についても、環境省は国立公園としての資質はあると評価しているが、先ずは核となる三徳

山を編入した上で、５年毎の公園計画の点検・見直しのタイミングでの編入の検討を示唆しており、

三徳山との利活用の一体性も図りながら、関係機関と連携して環境省に対して引き続き働きかけてい

く。 

（38）東郷湖羽合臨海公園の環境整備について 

東郷湖羽合臨海公園内の水路等で草が繁茂している

ために景観及び排水機能上支障を来しているケースが

あるため、引き続き、除草等を行うこと。 

地元の意見も踏まえて、緊急に除草を行う必要がある箇所については、対応を検討する。 

（39）浄化槽設置に対する支援について 浄化槽設置に対する支援については、引続き助成を行う。  
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公衆衛生・生活環境向上のため、浄化槽設置への支

援を継続すること。 

・合併処理浄化槽設置費補助事業 １５,８１７千円 

（40）県産品等愛用運動の展開について 

県外誘致企業の製品を積極的に活用するなど、鳥取

県産業振興条例の理念に基づき、県産品等の愛用運動

を展開すること。 

県内の中小企業及び県外からの誘致企業が自社で製造・開発する製品を、県が認定・発注し官公庁

からの受注実績を作るとともに、製品の有用性を評価し製品の改良や販路開拓を支援する制度を継続

して取り組むことを検討している。 

・バックアップ型トライアル発注事業 ３，０７２千円 

（41）鳥取県商工会連合会の体制強化について 

県内中小企業の経営、販路開拓支援等を行う経営支

援専門員等は、中小企業の振興を図る上で、大変重要

な存在である。 

ついては、経営支援専門員等の設置費の維持及び人

材育成の強化を図ること。 

平成22年度決算審査特別委員会委員長報告により「定数削減計画を見直すべき」との指摘を受け、

平成24年度当初予算において定数削減計画を一部見直し、各関係機関をコーディネートしながら企業

の経営再生に向けた支援を行う経営支援専門員３名の定数増員（増員後の定数１１５名）を行ったと

ころである。当初予算においても前述の指摘及びこの度の要望を踏まえた定数措置について検討して

いる。 

また、平成25年度より商工団体の経営支援人材の資質向上に対する助成を行っており、平成26年

度についても引き続き商工団体の人材育成の取組を支援することを検討している。 

・小規模事業者等経営支援交付金（商工会・商工会連合会）５８９，０５６千円 

（42）食品開発研究所の機能強化について 

食品開発研究所は、食品関連産業振興の観点から、

一層の機能強化が求められているため、研究開発体制

の充実・強化について、検討すること。 

食品開発研究所については、新商品開発、品質評価、起業化支援などの機能強化を図るため、平成

27年2月のリニューアルオープンに向けて、新築・増改築及び機器増設等の施設整備を進めていると

ころであり、さらなる機能強化については、施設整備後の企業の利用状況等を踏まえ検討する。 

【参考】食品開発研究所施設整備事業の予算措置状況 

  H24.9 補正    ７，４２３千円（基本設計等） 

  H25 当初   ３３，６４７千円（高機能開発支援棟の増改築等、期間：H25.4～H26.3）  

  H25.11補正 ３１４，５６３千円（商品開発支援棟の新設、備品等整備、期間：H25.12～H26.11）  

    計    ３５５，６３３千円 

（43）県産農林産物の機能性評価体制の構築について 

きのこ、野菜、果樹等の農林産物には各種の機能性

成分が含まれていることが明らかにされつつあるが、

それらの機能性評価に関る科学的エビデンスを解明す

るための県内ネットワークは未だに整備されていな

い。 

ついては、県内の優良な農林産物の生産振興と消費

拡大を図るためにも、大学等と連携した科学的エビデ

ンス解明のための臨床試験体制の構築を検討するこ

と。 

農林水産物については、産業技術センター、鳥取大学、県等で構成する農林水産業産学官技術会議

において、関係機関の連携が必要な課題について協議し、取組方針を決定している。これまでに健康

食品関連の機能性成分の抽出、作用性について、鳥取大学農学部、工学部などと連携して取り組んだ

事例もあり、今後も案件に応じて産学官連携の取組を進めていきたい。 

 

（44）親元就農者支援について 

わが国の農業は、高齢化や担い手不足が急速に進行

親元就農に対する支援策として、認定農業者等の後継者が経営継承するために親元で行う就農研修

に対する助成について、当初予算による対応を検討している。 
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しているため、県内においても、新規就農者の確保・

育成に積極的に取り組んでいるが、新規就農の第一候

補者であるべき農家の後継ぎ（親元就農者）への支援

が十分ではなく、担い手確保の面からも対策の強化が

求められている。 

ついては、親元就農者を確保・育成するための支援

について、検討すること。 

・親元就農促進支援事業（新規就農者総合支援事業） ３２，０００千円 

（45）アスパラガス選別包装機への支援について 

ＪＡいなばでは、アスパラガスを重点推進野菜と位

置づけ、作付拡大を図っているが、現在、手作業で共

同選果を行っている状態である。 

ついては、アスパラガス選別包装機の導入について、

今後の栽培計画等の長期的視野に立った上で、必要な

支援を行うこと。 

共同選果施設の必要については、ＪＡ等から要望を受けているところであり、今後具体的な集出荷

計画を聞きながら、国庫事業の活用や県単独事業等での対応を検討したい。 

 ・みんなでやらいや農業支援事業 ２２０，０８６千円 

（46）共同乾燥調整施設整備への支援について 

共同乾燥施設の老朽化が進んできているため、施

設・機械の更新及び改修に対して、さらなる支援を行

うこと。 

施設の単純更新を支援対象とすることは適当でないことから、計画内容、事業効果等から必要性、

緊急性を適正に判断し、個別に対応を検討したい。なお、各ＪＡに対しても、具体的な整備計画を整

理した上で相談していただくようお願いしている。 

（47）加勢蛇川からの用水確保対策について 

琴浦町を流れる加勢蛇川は、大雨が降るたびに土

砂・流木等により川床が上昇し、農業用水の取水が出

来なくなる状況が続いているため、取水口付近の堆積

土砂の撤去に対する支援を行うこと。 

堆積土砂の撤去については、補助災害基準（４０万円以上／箇所）を満たすものについては補助災

害で対応し、それ以外の小災害については、しっかり守る農林基盤交付金の活用ができるよう、災害

復旧枠（通常の農林基盤整備とは別枠）を設けることとし、当初予算による対応を検討している。 

・耕地災害復旧事業                ３９１，６４４千円 

・しっかり守る農林基盤交付金 （通常基盤整備枠） １８５，０００千円 

                （災害復旧枠）    ２０，０００千円 

（48）果樹の新品種への支援について 

新甘泉等の梨新品種の早期ブランド確立によるシリ

ーズ化を目指すため、販路力強化に対するさらなる支

援を行うこと。 

梨新品種の植栽、果樹園整備への助成を継続するとともに、「甘泉シリーズ」の特別対策による早

期の生産拡大、「新甘泉」の首都圏における全国的なメディア露出などによるブランド力形成につい

て、必要な予算を措置するよう当初予算において検討している。 

・鳥取梨生産振興事業 １８１，４２２千円 

・「食のみやこ鳥取県」首都圏メディアキャンペーン事業 ７３，２６６千円 
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「輝太郎」は単価が高く、廃園した梨園が活用でき

ることから、県内の果樹農家の生産意欲が高まってい

る。この機会を捉え、生産の拡大を図るため、苗木購

入に対する支援を行うこと。また、鳥取県の新たなブ

ランドとして打ち出すため、「輝太郎」の認知度向上

に対する支援を行うこと。 

「輝太郎」についても、「新甘泉」「秋甘泉」と同様に特別対策により早期の生産拡大を図ること

とし、苗木代の助成等の支援を当初予算において検討している。認知度向上については、まだ生産量

が少ないことから、生産者、農業団体、県で構成する「輝太郎」ブランド化プロジェクト会議などで

検討し、必要な支援があれば検討したい。 

・鳥取柿ぶどう等生産振興事業 １８，６８８千円  

（49）しっかり守る農林基盤交付金について 

本県は、早い時期に農業農村整備が実施された結果、

農業水利施設等の老朽化が進んでいるため、今後、早

急に的確な維持修繕等を行う必要がある。しっかり守

る農林基盤交付金は、小規模な維持補修等の農家のニ

ーズに速やかに対応する事業として定着しており、事

業活用の要望も多いため、その要望に沿った予算額を

確保すること。 

しっかり守る農林基盤交付金は、平成２６年度まで現在の予算規模を維持することを検討してい

る。 

  なお、災害復旧による緊急対応で通常基盤整備枠が影響を受けることのないよう、別途災害復旧枠

を設けることとし、当初予算による対応を検討している。 
事業主体である市町村は優先順位付けにより予算の範囲内で計画的に執行していただきたい。 

・しっかり守る農林基盤交付金（通常基盤整備枠）１８５，０００千円 

               （災害復旧枠）   ２０，０００千円 

（50）農業基盤整備促進事業について 

農業基盤整備促進事業は排水不良や用水不足等に対

応する水路の補修、更新等に活用できるため、地元か

らの評価が高く、要望も多いため、予算額を充実させ

ること。 

農業基盤整備促進事業（県事業名：農業体質強化基盤整備促進事業）は、要望のあった全ての地区

について対応するよう、２月補正予算及び当初予算において検討している。 

・【２月補正】農業体質強化基盤整備促進事業 １８，８３０千円 

 ・農業体質強化基盤整備促進事業       ８７，１１５千円 

（51）農地・水保全管理支払交付金について 

さらなる地域連携、活性化を目的として、農業者だ

けでなく地域全体で取り組む事業を支援する農地・水

保全管理支払交付金は、地域からの評価が高く、要望

も多いため、予算額を充実させること。 

平成２６年度からは、国による事業制度見直しにより、農地を農地として維持するために農業者の

みの組織でも取組が可能な事業制度となるよう検討されており、取組面積の拡大を図るよう当初予算

による対応を検討している。 

・農地・水保全活動交付金事業  ３１５，５８４千円 

（52）集落営農組織等の支援について 

農業生産法人等への担い手の育成・安定的な経営の

規模拡大を推進し、耕作放棄地を解消するための農地

集積の支援を検討すること。 

農地中間管理機構の体制を整備し、農家経営の転換や廃業などにより耕作者がいない農地を借り受

けて、担い手等への転貸などによる農地の集積・集約化への支援について、当初予算による対応を検

討している。 

また、地域農業の維持発展のため、集落営農の組織化や農業経営の法人化・法人経営の安定化のた

めの支援を検討している。 

 ・農地中間管理機構支援事業    ３３６，２４４千円 

 ・集落営農体制強化支援事業     ４３，８７４千円 

 ・農業法人設立・経営力強化支援事業 １３，３６０千円 

（53）竹林の有効活用について 竹林の有効活用を図るため、竹林整備事業等で搬出された竹林を商品開発するための機械整備につ
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県竹林整備事業によって搬出された竹材の利活用を

増進すべく、竹林有効活用のための機械整備への補助

制度の再設を検討すること。 

いて、引き続き支援するよう当初予算において検討している。 
・県産木材・竹材製品開発・販路開拓支援事業 １６，６９１千円 

（54）中海淡水化事業中止に伴う代替水源確保対策につい

て 

海淡水化事業中止に伴う代替水源確保対策について

は、地元の意向を十分考慮し、事業完了後も引き続き

事業効果の検証を実施すること。 

中海干拓地施設管理運営協議会（平成２６年４月設立予定）において、事業完了後の事業効果の検

証や、施設の管理運営について検討を行うこととしている。 

(協議会構成員) 

中国四国農政局、鳥取県、米子市、境港市、米川土地改良区、弓浜干拓営農組合、 

彦名干拓営農組合 

（55）森林セラピー事業に対する支援について 

森の癒やし効果を活用した「森林セラピー」が全国

的に注目を集めており、本県においても智頭町が森林

セラピー基地の認定を受け、メンタルヘルスプログラ

ムの作成など、全国に先駆けて取り組んでいる。森林

セラピーの支援については、平成２５年度で終了とし

ていたが、平成２５年度に計画していたメンタルヘル

スプログラムの作成が遅れており、企業等への普及活

動が未着手となっている状況にある。 

ついては、引き続き、森林セラピー事業に対する支

援を検討すること。 

森の癒やし効果を活用した取組を全県へ広げていくためにも、智頭町における当初の目標が達成さ

れ、モデルが確立できるよう、計画どおり実施できなかった平成２５年度分の一部の支援について、

当初予算において検討している。 

 ・森林セラピー推進モデル事業 ２，５５３千円 

（56）湖山川の湖山水門改築の促進について 

湖山池の塩分濃度の微妙な調整を行うには、既存の

水門で行うことは困難であることは明らかである。 

水門を上から落とす方式でなく、川の底側の濃い塩

水の流入を止め、水面に近い塩分の薄い水を流入させ

る方式に、早急に改築すべきであり、検討すること。 

湖山水門については、塩分濃度を調整することのできる水門形式のあり方について、部分改築も含

めて検討している。 

現在、逆流時に塩分濃度が薄い表層の水が流入するよう、舟通水門に切り欠き（穴あけ）を施し、

その運用を行っている。 

（57）適正利潤の確保について 

建設業は、地域経済・雇用を維持し、地域住民の安

心・安全を守っている。この役割を引き続き、担って

いくためには、建設業が適正利潤を確保し、健全な経

営を行っていく必要がある。 

ついては、適正利潤の確保に向けて、あらゆる対策

を講じること。 

適正利潤の確保については、最低制限価格（H22年8月）・調査基準価格（H25年7月）の引き上げに

よる低価格入札の防止や、設計労務単価の引き上げ（H25年4月）、施工箇所が点在する場合の間接工

事費の算出方法の見直し（H25年12月）などに取り組んできている。 

今後も、より実態に即した予定価格の設定に努めるとともに、建設労働者の適切な賃金水準確保の

取組みの更なる徹底や下請けへのしわ寄せ防止対策の強化に取り組む。 

（58）市町村管理港の浚渫等の維持管理工事に対する財政

支援について 

漁港における浚渫については、概ね５年に１回補修浚渫できる国の補助制度があり、砂浜海岸を保

全する観点でサンドリサイクルを実施することが可能となるよう国に対して支援制度を要望してい
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従来、県管理であったものが市町へ管理移管された。 

そのことにより、市町の厳しい財政事情により維持

管理費が少ないため、港口の堆積砂の掘削が十分でき

ず、船の出入港の際に時にはスクリューが砂につかえ

る等により、日々の漁業に重大な支障を生じている。 

ついては、市町への財政支援を検討すること。 

る。 

（59）不登校児童生徒の対策について 

不登校問題は本県の大きな教育課題であり、市町村

と連携し、万全の対策を講じること。 

本年度は新たに、いじめ・不登校総合対策センターを設置し、課・局を超えた対策を進めている。 

 平成24年度の不登校児童生徒数は、前年度に比べて小学校では増加したものの、中学校では大幅に

減少したところであり、今後も市町村との連携・役割分担等を行いながら、早期かつ適切に対応する

とともに、未然防止の観点から多面的、複層的に対策を進めていく。  

・不登校対策事業                １１，８８９千円 

・スクールソーシャルワーカー活用事業      ２６，２６２千円 

・高等学校等における不登校（傾向）生徒等支援事業 ８，８５０千円 

（60）複式学級の解消について 

複式学級の解消を図るため、引き続き、万全な対策

を講じること。 

これまで小学校において 

・第１学年の児童を含む複式学級は設置しない 

・飛び複式学級は設置しない 

・第１学年の児童を含まない複式学級については１学級の児童数は１５人とする 

こととしており、複式学級の解消を図ってきた。 

今後も継続して複式学級の解消を図っていく。 

（61）ジュニアの競技力向上について 

大企業が少ない本県においては、国体での成年の成

績が低迷しており、ジュニア選手の競技力を向上させ

る必要があるため、選手・指導者の育成・強化を充実

すること。 

併せて、小・中・高校の体育連盟が行う各種大会の

開催に対しても、ジュニア選手の底上げにつながるこ

とから、さらなる支援を行うこと。 

県体育協会に委託している競技力向上対策事業費の中で、ジュニア期の競技力向上を図るため、選

手・指導者の育成・強化に努めており、平成２６年度当初予算においても継続して実施できるよう検

討している。 

・競技力向上対策事業費（ジュニア期の競技力向上対策） ７４，８６６千円 

 

 また、各体育連盟からの要望を踏まえ、小・中・高校の体育連盟が行う各種大会に対する支援を行

っており、平成２６年度も引き続き支援を行うことを検討している。 

・学校関係体育大会推進費 ４３，１７９千円 

（62）ボート競技のための施設整備について 

湖山池コースで平成２６年１１月、平成２７年６

月・７月に中国地区大会レベルの競技を行うこととな

っている。しかしながら、大会を行うためには、次の

とおり施設整備をする必要があるので、検討すること。 

救助艇、審判艇の整備及び和船のエンジン更新については、当初予算において検討している。 

 なお、格納庫の整備及び桟橋の増設等については、現在、規模等も含めた検討を関係団体と行って

いるところであり、まとまり次第、鳥取市と協議の上検討したい。 

・競技力向上対策事業費（国体等強化備品整備事業（救助艇、審判艇、エンジン更新）） 

 ６，９１５千円 

○ 救助艇、審判艇の整備について 

２隻とも老朽化が著しく故障を頻発して満足に使用
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ができない状態 

○ 和船（作業船）につけるエンジンについて 

２隻の和船エンジンの老朽化が進み、使用ができな

い状態 

○ 格納庫の整備について 

格納庫が無く野ざらしになっており、上記のとおり

艇やエンジンの傷みが早く老朽化が進みやすい状態で

あり、同時に格納庫の整備が必要となっている。 

○ 桟橋の増設と修繕について 

３本のうち２本を大会に使用するが、大会用のため

の艇が１本のうち１面を使う必要がある。残り３面で

競技を行うが、大会時には混雑してスムーズな運営が

出来ない。また、池の水の塩分濃度が上がったため、

３本全ての修繕が必要となっている。 

（63）競技設備品の整備について 

自転車、セーリング・カヌー等の競技種目について

は、設備品が老朽化したり、規格変更等により更新が

必要となっているため、設備品の整備・更新を図るこ

と。 

強化備品等については、県体育協会を通じた各競技団体からの要望を踏まえ年次的に更新等を行っ

てきており、当初予算においても検討している。 

 今後も各競技団体からの要望を踏まえ、必要性や緊急性を精査しながら計画的・年次的に整備を行

っていく。 

・競技力向上対策事業費（国体等強化備品整備事業（自転車、カヌー、セーリング関係）） 

                                    １７，３９６千円 

（64）交通機動隊の訓練施設の設置について 

現在、鳥取県警交通機動隊は、県内に専用の訓練施

設が充実していないため、県外の施設等で訓練を行っ

ている。さらには、近年、頻発する自然災害へ広域緊

急援助隊として警備出動することを想定した訓練の強

化等を図るためにも、県内にトライアルコースを含め

た専用の訓練施設を設置すること。 

今後予定されている山陰道（自動車専用道路）延伸に伴い、高速道路交通警察隊鳥取分駐隊庁舎を

鳥取県東部地区に建設することを検討しており、同庁舎建設に併せて、高速道路交通警察隊、交通機

動隊を始め鳥取県警察の職員が、運転訓練を実施するための自動車（二輪車を含む）運転訓練施設（ト

ライアルコースを含む）も設置するよう検討している。 

 

 


